
 

第２回瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョン懇談会 次第 

 

日時：平成２８年８月２９日（月） 午後１時３０分～ 

場所：市役所１１階 １１４会議室 

 

 

１ 開会 

 

２ 議題 

(１)  「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組事業の評価結果等について 

（対象：平成２７年度実施事業） 

 

(２) 瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンの取組拡充について 

 

(３) その他 

 

３ 閉会 

 



「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組事業の評価結果等 
について（対象：平成２７年度実施事業） 
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資料 １ 



「瀬戸・高松広域定住自立圏」（※）取組事業の評価結果の概要 

１ 評価の目的 

 定住自立圏形成協定に基づく、２６施策、４５事業の取組について、総合的な観
点から検証・評価を実施することで、適切な進行管理を行う。 

２ 評価の方法 

 各施策に係る取組（事業）ごとに、市民にも分かりやすい成果目標を設定し、そ
の達成度や成果について、中心市において評価を実施するとともに、連携市町
においても一定の評価を行う。 
 なお、この評価の結果については、外部の有識者で構成されるビジョン懇談会
からも、意見・提案を受けるなかで、ＰＤＣＡサイクルを回していく。 

３ 評価の基準 

(1) 中心市    有効性、効率性の観点から評価 
(2) 連携市町   成果の達成度から評価 
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 （※）高松市を含む近隣３市５町で形成される圏域で、平成２７年度末 
    をもって、「瀬戸・高松広域連携中枢都市圏」へと発展的に移行 



「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組事業の評価結果の概要 

≪評価基準≫

3(1)

各評価項目の得点を合計して得点率を算出し、下記の区分に分類
　得点率　80％以上 A
　得点率　70％以上80％未満 B
　得点率　60％以上70％未満 C
　得点率　50％以上60％未満 D
　得点率　50％未満 E

　　 ＜評価項目・内容および点数＞
区分 評価項目 評価内容 点数

成果に対する達成度はどうだったか
A ビジョンの成果が達成されている等、十分成果があがっている。 25
B 成果があがっているが、更なる取組による成果向上の余地がある。 20
C 一定の成果があがっているが、課題もあり、更なる改善が必要である。 13
D 成果が十分あがっておらず、更なる改善が必要である。 5
Ｅ 抜本的な見直しが必要である。 0

事業の成果を向上させる余地はあるか
A 向上余地はない 25
B 向上余地が考えられる（中小程度） 18
C 向上余地が考えられる（大） 10
D 事業完了 0

A 目標以上に達成できた 25
B 目標どおり達成できた 20
C 概ね達成できた 13
D あまり達成できなかった 5
Ｅ 達成できなかった 0

効率的な取組ができたか
A 大いに効率的であった 25
B ある程度効率的であった 18
C 少し効率的であった 10
D 効率的でなかった 0

3(2)

A
B
C
D
Ｅ

成果を達成するための活動量

効率的な取組の有無

有効性
評価

効率性
評価

下記の区分に分類

中心市による評価

成果を達成するための活動量（活動目標に対する実績値）はどうだったか

連携市町による評価

評価内容

成果の
達成度

成果に対する達成度はどうだったか
ビジョンの成果が達成されている等、十分成果があがっている。
成果があがっているが、更なる取組による成果向上の余地がある。
一定の成果があがっているが、課題もあり、更なる改善が必要である。
成果が十分あがっておらず、更なる改善が必要である。
抜本的な見直しが必要である。

成果の達成度

成果の向上余地度
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取組進捗状況（H27） (1/2) 
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視点 政策分野 施策 № 施策に係る取組（事業） 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町
連携中枢都市
圏での取扱

(1) 遠隔医療ネットワークを使った連携 Ａ Ｂ Ｂ Ｄ Ｃ Ｅ Ｃ 継続

Ｂ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

Ｂ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

(3) 医療職員の交流等 Ｃ Ｅ Ｄ Ｄ Ｅ Ｄ 継続

(4) 救急医療体制の整備 Ａ Ｂ Ａ Ｅ 継続

(5) 救急艇の活用 Ａ Ｂ Ａ Ｄ 継続

(6) ファミリー・サポート・センター事業 Ａ Ｃ Ｂ Ａ 継続

(7) 高齢者セーフティネットワーク事業 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 継続

(8)
地域密着型サービス（認知症対応型共同生活介
護）広域利用事業

Ａ Ｄ 継続

(9) 自立支援協議会運営事業 Ｃ Ａ Ａ 継続

(10) 介護認定審査会業務の連携 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

(11) 障害程度区分等審査会業務の連携 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

c教育
５　中学校総合体育大会等
　　の連携

(12) 中学校総合体育大会等の連携 Ａ Ａ Ａ 継続

(13) 観光プロモーション事業 Ｃ Ｃ Ｄ Ｂ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

(14) 新たな観光プランの企画、販売等 Ｂ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

(15) 国内外観光客向け情報発信事業 Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 継続

(16) イベント交流の促進 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

７　中心市街地におけるにぎわい
　　の創出

(17) 高松市中心市街地活性化基本計画に基づく取組 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 廃止

(18) 災害時の応援体制等 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ｂ 継続

(19) 香川県消防相互応援協定 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ａ 継続

(20)
高松空港及びその周辺における消火救難活動に
関する協定

Ａ Ａ Ａ 継続

(21) 消防業務の事務委託 Ａ Ａ Ａ 継続

(22) 一般廃棄物の処理業務 Ａ Ａ 継続

(23) し尿処理業務 Ａ Ａ Ａ 継続

(24) し尿貯留槽管理業務 Ａ Ａ 継続

(25) 一般廃棄物の埋立処分業務 Ａ Ａ 継続

１０　不法投棄の防止 (26) 不法投棄対策事業の推進 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

eその他

８　消防・防災体制の強化

９　一般廃棄物処理体制の確保

生
活
機
能
の
強
化

a医療

１　医療を安定的に提供できる
    体制の確保

医療機関の整備推進等

２　救急医療体制の確保

b福祉

３　子育て支援及び高齢者保護
　　の充実

４　広域的な審査会の実施

d産業振
興

６　観光の振興

(2)



取組進捗状況（H27） (2/2) 
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視点 政策分野 施策 № 施策に係る取組（事業） 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町
連携中枢都市
圏での取扱

１１　公共交通機関利用促進 (27) 公共交通機関の利用促進 Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 継続

１２　海上交通の確保・充実 (28) 海上交通の確保・充実 Ｃ Ｂ Ａ Ｃ 廃止

bＣＴイン
フラ整備

１３　ブロードバンド利用環境の
　　　向上等

(29) ブロードバンド利用環境の向上等 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ａ 廃止

(30) 中心市街地における直売所の整備及び活用 Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ 廃止

(31) 特産品の周知宣伝等 Ａ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

d地域内外
の住民との
交流・移住
促進

１５　自然体験等を通じた住民
　　　の交流の促進

(32) 自然体験等を通じた住民の交流の促進 Ｅ Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｂ Ｄ 改善継続

１６　文化的資産の活用 (33) 文化的資産の活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ 継続

１７　文化芸術鑑賞機会等の提供 (34) 文化芸術鑑賞機会等の提供 Ａ Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 拡充

１８　瀬戸内国際芸術祭関連事業
　　　の実施

(35) 瀬戸内国際芸術祭関連事業の実施 Ａ Ｂ Ａ Ｅ 継続

１９　図書館サービスの提供 (36) 移動図書館の開設 Ａ Ａ 継続

２０　圏域情報の発信及び共有化 (37) 圏域情報の発信及び共有化 Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｃ 廃止

２１　高松市屋島陸上競技場
　　　の活用

(38) 高松市屋島陸上競技場の活用 - - - - - - - - －

(39) 環境学習の推進 Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｅ Ｂ Ｄ 継続

(40) 環境負荷の少ない自動車の普及促進 Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｅ Ｃ Ｄ 継続

(41) 使用済小型電子機器等リサイクル事業 Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｄ 継続

２３　地域密着型トップスポーツ
　　　チームの試合観戦機会等
　　　の提供

(42)
地域密着型トップスーツチームの試合観戦機会
等の提供

Ｅ Ｄ Ｂ Ｃ Ａ Ｃ Ｃ Ｅ 改善継続

a圏域内市
町の職員等
の交流

２４　職員の交流・人材育成等 (43) 合同研修等の実施 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｃ 継続

２５　大学等との連携 (44) 取組事項の研究交流 Ｃ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 改善継続

２６　市民活動団体等との協働 (45) 協働企画提案募集事業 Ｅ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 廃止

１４　中心市街地における直売所
　　　の整備及び活用

圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
力
の
強
化 bその他

結
び
つ
き
や
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化

a地域公
共交通

c地産地
消

e文化芸
術

fその他

２２　環境への配慮



取組評価H27－26年度比較表 (1/3) 
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視点 政策分野 施策 施策に係る取組（事業） 年度 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町
連携中枢都市圏

での取扱

Ｈ27 A Ｂ Ｂ Ｄ Ｃ Ｅ Ｃ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 拡充

Ｈ27 Ｂ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

Ｈ26 Ｂ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

Ｈ27 Ｂ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

Ｈ26 Ｃ Ｄ Ｄ Ａ Ｅ - 継続

Ｈ27 Ｃ Ｅ Ｄ Ｄ Ｅ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｅ Ｄ Ｄ Ｅ Ｄ 継続

Ｈ27 Ａ Ｂ Ａ Ｅ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ａ Ｃ 継続

Ｈ27 Ａ Ｂ Ａ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ａ Ｄ 継続

Ｈ27 Ａ Ｃ Ｂ Ａ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ 継続

Ｈ27 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ27 Ａ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ 継続

Ｈ27 Ｃ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ｃ Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ａ 継続

Ｈ27 Ｃ Ｃ Ｄ Ｂ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ｄ Ｂ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ27 Ｂ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ27 Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ 継続

Ｈ27 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ27 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 廃止

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 継続

生
活
機
能
の
強
化

d産業振興

６　観光の振興

(13)観光プロモーション事業

(14)新たな観光プランの企画、販売等

(15)国内外観光客向け情報発信事業

(16)イベント交流の促進

７　中心市街地におけるにぎわいの創出 (17)高松市中心市街地活性化基本計画に基づく取組

４　広域的な審査会の実施

(10)介護認定審査会業務の連携

(11)障害程度区分等審査会業務の連携

c教育 ５　中学校総合体育大会等の連携 (12)中学校総合体育大会等の連携

２　救急医療体制の確保

(4)救急医療体制の整備

(5)救急艇の活用

b福祉

３　子育て支援及び高齢者保護の充実

(6)ファミリー・サポート・センター事業

(7)高齢者セーフティネットワーク事業

a医療

１　医療を安定的に提供できる体制の確保

(1)遠隔医療ネットワークを使った連携

(2)医療機関の整備推進等

(3)医療職員の交流等

(8)地域密着型サービス（認知症対応型共同生活介護）広域利用
事業

(9)自立支援協議会運営事業



取組評価H27－26年度比較表 (2/3) 

7 

視点 政策分野 施策 施策に係る取組（事業） 年度 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町
連携中枢都市圏

での取扱

Ｈ27 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ａ Ｂ 継続

Ｈ27 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ｃ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ27 Ｃ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ26 Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 継続

Ｈ27 Ｃ Ｂ Ａ Ｃ 廃止

Ｈ26 Ｃ Ｂ Ａ Ｃ 継続

Ｈ27 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ａ 廃止

Ｈ26 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ 縮小

Ｈ27 Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ 廃止

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ27 Ａ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ27 Ｅ Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｂ Ｄ 改善継続

Ｈ26 Ｅ Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ 改善継続

Ｈ27 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 拡充

Ｈ26 Ａ Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 継続

Ｈ27 Ａ Ｂ Ａ Ｅ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｂ Ａ Ｃ 継続

結
び
つ
き
や
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化

生
活
機
能
の
強
化

１６　文化的資産の活用 (33)文化的資産の活用

１７　文化芸術鑑賞機会等の提供
(34)文化芸術鑑賞機会等の提供
※「文化芸術事業の出前公演」及び「美術館学習」を含む

１８　瀬戸内国際芸術祭関連事業の実施 (35)瀬戸内国際芸術祭関連事業の実施

a地域公共交通

１１　公共交通機関利用促進

(31)特産品の周知宣伝等

d地域内外の住民
との交流・移住促
進

１５　自然体験等を通じた住民の交流の促進 (32)自然体験等を通じた住民の交流の促進

(27)公共交通機関の利用促進

１２　海上交通の確保・充実 (28)海上交通の確保・充実

bＣＴインフラ整備 １３　ブロードバンド利用環境の向上等 (29)ブロードバンド利用環境の向上等

e文化芸術

eその他

８　消防・防災体制の強化

(18)災害時の応援体制等

(19)香川県消防相互応援協定

(20)高松空港及びその周辺における消火救難活動に関する協
定

(21)消防業務の事務委託

９　一般廃棄物処理体制の確保

(22)一般廃棄物の処理業務

(23)し尿処理業務

(24)し尿貯留槽管理業務

(25)一般廃棄物の埋立処分業務

１０　不法投棄の防止 (26)不法投棄対策事業の推進

c地産地消
１４　中心市街地における直売所の整備及び活
用

(20)中心市街地における直売所の整備及び活用



取組評価H27－26年度比較表 (3/3) 
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高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町 計

向上 7 1 1 2 0 4 1 2 18

低下 7 5 0 0 0 3 4 5 24

視点 政策分野 施策 施策に係る取組（事業） 年度 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町
連携事業として

の方向性

Ｈ27 Ａ Ａ 継続

Ｈ26 Ａ Ａ 継続

Ｈ27 Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｃ 廃止

Ｈ26 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ27 - - - - - - - - －

Ｈ26 - - - - - - - - －

Ｈ27 Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｅ Ｂ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｂ Ｂ Ｄ 継続

Ｈ27 Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｅ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ 継続

Ｈ27 Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｄ 継続

Ｈ26 Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 継続

Ｈ27 Ｅ Ｄ Ｂ Ｃ Ａ Ｃ Ｃ Ｅ 改善継続

Ｈ26 Ｅ Ｄ Ｂ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ 改善継続

Ｈ27 Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｃ 継続

Ｈ26 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｃ 継続

Ｈ27 Ｃ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 改善継続

Ｈ26 Ｃ Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

Ｈ27 Ｅ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 廃止

Ｈ26 Ａ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ 継続

結
び
つ
き
や
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化

圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
力
の
強
化

a圏域内市町の職
員等の交流

２４　職員の交流・人材育成等 (43)合同研修等の実施

２３　地域密着型トップスポーツチームの試合観
戦機会等の提供

(42)地域密着型トップスーツチームの試合観戦機会等の提供

bその他

２５　大学等との連携 (44)取組事項の研究交流

２６　市民活動団体等との協働 (45)協働企画提案募集事業

fその他

１９　図書館サービスの提供 (36)移動図書館の開設

２０　圏域情報の発信及び共有化 (37)圏域情報の発信及び共有化

２１　高松市屋島陸上競技場の活用 (38)高松市屋島陸上競技場の活用

２２　環境への配慮

(39)環境学習の推進

(40)環境負荷の少ない自動車の普及促進

(41)使用済小型電子機器等リサイクル事業



「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組事業の評価結果 
４ 評価結果 
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≪評価の高い事業≫ 
評価区分 Ｈ２7 Ｈ２６ 

全体的に評価が高い施策 
(高松市、連携市全てＡ 

又はＢ) 

(10)介護認定審査会業務の連携 (10)介護認定審査会業務の連携 

(11)障害程度区分等審査会業務の連携 (11)障害程度区分等審査会業務の連携 

(12)中学校総合体育大会等の連携 (12)中学校総合体育大会等の連携 

(20)高松空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定 

(21)消防業務の事務委託 (21)消防業務の事務委託 

(22)一般廃棄物処理体制 (22)一般廃棄物処理体制 

(23)し尿処理業務 (23)し尿処理業務 

(24)し尿貯留槽管理業務 (24)し尿貯留槽管理業務 

(25)一般廃棄物の埋立処分業務 (25)一般廃棄物の埋立処分業務 

(26)不法投棄対策事業の推進 

(29)ブロードバンド利用環境の向上等 

(33)文化的資産の活用 

(36)移動図書館の開設 (36)移動図書館の開設 

≪評価の低い事業≫ 
評価区分 Ｈ２7 Ｈ２６ 

全体的に評価が低い施策 
（高松市、連携市町合わせて 

過半数がＤ又はＥ） 

（2）医療機関の整備推進等 （2）医療機関の整備推進等 
（3）医療職員の交流等 （3）医療職員の交流等 

（14）新たな観光プランの企画 （14）新たな観光プランの企画 

（17）高松市中心市街地活性化基本計画に基づく取組 （17）高松市中心市街地活性化基本計画に基づく取組 

（30）中心市街地における直売所の整備及び活用 （30）中心市街地における直売所の整備及び活用 
（39）環境学習の推進 

（45）協働企画提案募集事業 （45）協働企画提案募集事業 

≪評価区分ごとの施策数≫ 
評価区分 高松市 さぬき市 東かがわ市 土庄町 小豆島町 三木町 直島町 綾川町 

Ａ 24 1 3 2 17 11 8 11 

Ｂ 8 8 6 9 0 6 6 4 
Ｃ 10 5 2 11 3 11 7 4 
Ｄ 0 12 11 7 9 5 9 14 
Ｅ 3 1 0 0 0 2 5 2 

－ 1 1 1 1 1 1 1 3 
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・連携中枢都市圏においては、ビジョンに定めるKPIの達成度による進行管理を行う。 
 なお、KPIについては、進行管理を行う中で、適宜、見直しを行う。 
・外部の有識者で構成するビジョン懇談会や連携市町の意見を参考にしながら、圏域の 
 活性化に資する効果的な取組の拡充に努める。 

５ 今後の取組 



1

「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組進捗状況調査票（平成２７年度） 資料２

【生活機能の強化】

（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

(1)遠隔医療ネットワー
クを使った連携

読影診断　20件

読影件数 30 35 40
本ネットワークの機能拡
充により、利用件数増が
見込まれる。

20

・達成度　　  13
・向上余地度　18
・活動量  　　25
・効率的取組  25

Ｂ Ｂ Ｄ Ｃ Ｅ Ｃ

【さぬき市】Ｂ：ネットワークの利用実績が十分といえず、向上の余地があ
ると考えるため。
【土庄町】Ｂ：前年度より2.8倍の利用件数となっている。
【小豆島町】Ｄ：費用対効果や運用面で検討課題があるため。
【三木町】Ｃ：取組について協議していく必要がある。
【直島町】Ｅ：機器が古く、更新費用がかかる。また、県との連携も取りや
めている。
【綾川町】Ｃ：ハード面での整備は行われているが、今後運用面での充
実について協議して行く必要がある。

継続

診療情報を共有化するこ
とで、患者の治療の向上
を図るため、今後とも引
き続き取組を行ってい
く。

２６年度から、中核病院へ紹介した患者
のカルテ等の診療情報を参照することが
できる機能を追加した、Ｋ－ＭＩＸ＋
（ケーミックスプラス）に参画した。２
６年度にこの機能の利用はなかったが、
患者にとって、検査の重複実施の抑制、
医師に対する病状説明の軽減や紹介・逆
紹介を通じた円滑な病診連携が促進さ
れ、地域全体の診療の質の向上につなが
ることから、引き続き、利用を促進す
る。

市民病院事務
局医事課

【保健所保健対策課地域医療対策室】
看護師・准看護師養成所の運営に対して
助成を行った。 看護師等資格取得者

数
140 140 140 養成所の定員 112

・達成度      20
・向上余地度  18
・活動量  　　13
・効率的取組  25

継続 医療人材不足のため

【保健所保健対策課地域医療対策室】
安定した医療人材育成のため、継続して
看護師・准看護師養成所の運営に対して
助成を行う。

新病院整備課

保健所保健対
策課地域医療
対策室

【新病院整備課】
地域包括ケア病棟設置など、国の医療施
策の方向性等を踏まえ「実施設計の見直
し」を行うとともに、昨年度から実施し
ていた整備地内の「造成工事」や「雨水
調整池工事」を竣工したほか、病院棟、
保育所棟、外構及び附帯施設を整備する
「建設工事」に着手した。

全事業期間における
当該年度までにおけ

る進捗率

　当該年度までの
　トータルコスト

÷総事業費

8.4 9.1 12.2
２７年度までにおける進
捗率

12.2

・達成度　　　20
・向上余地度  18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

継続

新病院は、それぞれの医
療分野において専門性を
高めながら、地域の医療
水準の向上を図るほか、
急性期病院として、地域
の医療機関等との機能分
担と連携を、より一層強
化し、「がん医療」、
「救急医療」等に重点的
に取り組むこととしてい
る。
　当該事業は、圏域の医
療水準の維持、充実を図
り、医療を安定的に提供
できる体制づくりに有効
であることから、平成30
年度前半の開院に向け、
計画的な整備に取り組
む。

【平成28年度取組予定】
建設工事、駐車場整備工事等

【完成年度までの予定】
平成29年度
　建設工事
平成30年度(前半)
  建設工事竣工、開院準備、開院

新病院整備課

(3)医療職員の交流等

高松市民病院が主催して、各市町の医療
機関等の医療職員に、実地での技能等を
高めるための交流研修を検討し、一部市
町と交流を図った。
（H27開催　三豊市）

研修回数 1回以上 1回以上 1回以上
医療職員が現場に支障を
きたさない範囲での交流
研修の開催件数とした。

1回

・達成度　　　13
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  10

Ｅ Ｄ Ｄ Ｅ Ｄ

【さぬき市】Ｅ：現時点では、他院との人事交流制度が確立されていない
ため、まずは、制度づくりに着手する必要がある。
【土庄町】Ｄ：実績がなく評価が難しい。
【小豆島町】Ｄ：実績なしのため。
【直島町】Ｅ：資質向上のための実地研修は必要であるが、職員の人数
が少なく、参加が難しい。
【綾川町】Ｄ：現状では、具体的な取組みが行われていないため、実施
方法等について今後協議が必要と思われる。

継続

今後、県が策定する「地
域医療構想」を踏まえ、
効果的な交流を検討し、
継続する。

地域医療支援病院としての機能強化を
図っており、効果的な交流研修を検討
し、継続する。

市民病院事務
局総務課

(1)救急医療体制の整備

地区医師会への委託による在宅当番医制
の実施や、輪番病院の運営及び休日・夜
間における歯科診療事業に対して助成を
行った。また、夜間急病診療所について
は、指定管理者制による運営を行った。

救急医療体制の確保
日数 366 366 366 年間日数 366

・達成度      20
・向上余地度  18
・活動量  　　20
・効率的取組  25

Ｂ Ａ Ｅ

【三木町】Ｂ：更なる取組により向上の余地がある。
【直島町】Ａ：救急体制を確保するために十分な支援が行えている。
【綾川町】Ｅ：救急医療体制を確立していないため。

継続
医療人材不足のため、現
状維持が目標となるため

Ｈ２６年９月に移転開設し、機能拡充を
図った夜間急病診療所を軌道に乗せるほ
か、救急医療体制全般の安定感のある体
制確保のため、引き続き関係機関との調
整を行う。

保健所保健対
策課地域医療
対策室

(2)救急艇の活用

搬送実績
土庄町　　１０件
小豆島町　１４件

専門医療機関搬送数 20 20 25
平成25、26年度の搬送実
績を基に設定 24

・達成度　　　25
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  25

Ｂ Ａ Ｄ

【土庄町】Ｂ：救急艇の活用について連携していることで、救急搬送体制
の強化につながっており、成果をあげているが、当町における医療従事
者不足による搬送時の負担等課題がある。
【小豆島町】Ａ：脳疾患等治療が遅れれば生命の危険がある患者の搬送
に効果的であったため。
【直島町】Ｄ：当町においても救急患者を輸送する船を所有しており、活
用実績がない。

継続
医療人材不足のため、現
状維持が目標となる

夜間急病診療所の安定した運営を図ると
ともに、救急医療体制全般の安定感のあ
る体制確保のため、引き続き関係機関と
の調整を行う。

保健所保健対策課
地域医療対策室

(1)ファミリー・サポー
ト・センター事業

・登録会員数実績：２，２５３人
　（うち三木町93人、綾川町94人）
・援助活動実績件数：６，３６９件
　（うち三木町339件、綾川町341件）
・会員養成講座：４回(1回当たり15講座)
　（うち綾川町1回）
・会員スキルアップ講座：２回
・会員交流会：２回
・ファミサポ通信：１８，１９号発行

ファミリー・サポー
ト・センター事業利
用件数

7,000 7,500 5,500 過去の実績推移による 6,369

・達成度　　　25
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｃ Ｂ Ａ

【さぬき市】Ｃ：相互において援助の実績がなかったことから、更なる改善
の余地があると考えられるため。
【三木町】Ｂ：活動数が年々増加しているが、まだファミリー・サポート・セ
ンター事業を知らない方もいるため、さらなるＰＲを行う必要がある。
【綾川町】Ａ：26年度と比較してみると利用実績・会員数、ともに約25㌫の
増加があった。利用料の補助や保育所等での広報活動が効果的だった
と考えられる。 継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行っていく。

登録会員数見込：２，６００人
（依頼会員１，６５０人、提供会員６５
０人、両方会員２００人）
援助活動件数見込：５，６００件
会員養成講座：年間で計３回開催
会員スキルアップ講座：年２回開催
会員交流会：年２回開催
ファミサポ通信：１９・２０号発行

子育て支援課

(2)高齢者セーフティ
ネットワーク事業

　香川県主催で開催された認知症高齢者
行方不明等対策連絡会議と、参加者及び
内容が重複するため、本市主催で情報交
換及び連携の確認のための連絡会は実施
していない。
　なお、定住自立圏域での本ネットワー
クの使用は０件であった。

連絡会開催件数 1 1 1

圏域の徘徊高齢者の早期
発見及び保護、またネッ
トワークの円滑な実施を
図るために適切な回数で
あるため

0

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｂ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｂ：徘徊高齢者の保護についてネットワークを構築している
が、今後、ネットワークの活用について、協議していく必要があるため。
【三木町】Ｃ：今後も関係機関との連携を図り、円滑な支援に向けた協議
を行っていく必要がある。
【綾川町】Ｄ：実績が無い為、評価が難しい。 継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行うが、連絡会の開催に
ついては、香川県の動向
を確認する必要がある。

引き続き、所管の警察署から徘徊高齢者
に関する協力依頼があった場合は、本市
の関係部署、関係団体に発見協力を依頼
するとともに、要請があれば、周辺市町
にも情報提供し、協力依頼を行う。
　なお、連絡会の開催については、香川
県の動向を確認する必要がある。

長寿福祉課

Ｂ

Ｅ －

【土庄町】Ｄ：実績がなく評価が難しい。
【小豆島町】Ｄ：実績なしのため。
【三木町】Ａ：准看護師の育成に寄与している。
【直島町】Ｅ：通院環境整備事業が活用できていない。
【綾川町】－：現状移転統合病院の整備について詳細等が示されていな
いため、評価が難しい。

Ｂ

Ａ

Ａ

(2)医療機関の整備推進
等

Ａ

Ａ

Ｃ

関係所属

a
医
療

１　医療
を安定的
に提供で
きる体制
の確保

２　救急
医療体制
の確保

方向性の理由

Ａ

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 指標

活動目標値

実績値
（Ｈ２７度）

２７評価（中心市）

２７評価（連携市町）

３　子育
て支援及
び高齢者
保護の充

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

連携事業
としての
方向性

　　　　平成２８年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

平成２７年度　取組実績

＜参考＞

連携市町評価の理由

Ｄ Ｄ Ａ
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（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

関係所属方向性の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 指標

活動目標値

実績値
（Ｈ２７度）

２７評価（中心市）

２７評価（連携市町）

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

連携事業
としての
方向性

　　　　平成２８年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

平成２７年度　取組実績

＜参考＞

連携市町評価の理由

(3)地域密着型サービス
（認知症対応型共同生
活介護）広域利用事業

高松市地域密着型サービス事業者指定に
係る制限に関する要綱において、本市域
内の地域密着型サービス（認知症対応型
共同生活介護）については、原則、本市
転入後６ヶ月を経過しない者の利用又は
入居はできないが、当該サービス事業所
がない直島町からの転入者には、６ヶ月
が経過していなくても利用又は入居でき
る運用とする。

当該事業所周知件数 43件 45件 45件
平成27年度中に1事業所増
える見込みのため、45件
とした。

45件

・達成度　　  25
・向上余地度  25
・活動量  　  13
・効率的取組  18

Ｄ

【直島町】Ｄ：現在、認知症対応型共同生活介護サービスを活用出来て
いない状態であり、成果を達成するために改善が必要である。

継続

直島町からの転入者で認
知症対応型共同生活介護
への入居希望者がいれば
随時対応できるよう、引
き続き事業所への周知を
行っていく。

高松市地域密着型サービス事業者指定に
係る制限に関する要綱において、本市域
内の地域密着型サービス（認知症対応型
共同生活介護）については、原則、本市
転入後６ヶ月を経過しない者の利用又は
入居はできないが、当該サービス事業所
がない直島町からの転入者には、６ヶ月
が経過していなくても利用又は入居でき
る運用とする。

介護保険課

(4)自立支援協議会運営
事業

・総会２回と部会を随時開催し、障害者
支援の障害者等への支援体制に関する課
題について情報の共有を図り、検討を
行った。

総会開催数 2 2 2
定期的な情報共有を図る
とともに、検討する場が
必要なため

2

・達成度　　　20
・向上余地度　10
・活動量  　　13
・効率的取組  18

Ａ Ａ

【三木町】Ａ：高松圏域自立支援協議会が行う相談支援の充実、強化を
図るための研修等について、体制も確保されており、十分な取組が行わ
れている。
【直島町】Ａ：自立支援協議会の相談支援事業所との連携体制も確保さ
れており、障がい者への支援等、十分な取組が行えている。
【綾川町】Ｅ：救急医療体制を確立していないため。

継続

障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援す
る法律第８９条の３の規
定に基づくため

・障害者等に対する障害福祉施策につい
ての周知
・関係機関の連携強化及び相談支援の充
実・強化を図るための研修等
・専門部会等の運営
・その他の相談支援充実・強化を図るた
めの事業

障がい福祉課

(1)介護認定審査会業務
の連携

高松市と三木・直島・綾川３町との「介
護認定審査会業務の事務委託に関する規
約」に基づき、介護認定審査会業務を
行った。

介護認定審査件数
高松市２５，１９２件
三木町　１，８５２件
直島町  　　２３８件
綾川町  １，９９６件

- - - - - -

・達成度　　　25
・向上余地度　25
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ａ Ａ Ａ

【三木町】Ａ：「介護認定審査会業務の事務委託に関する規約」に基づ
き、十分な取組が行われている。
【直島町】Ａ：成果に示されている介護認定審査会業務の連携につい
て、体制も確保されており、十分な取組が行えている。
【綾川町】Ａ：審査業務を高松市へ委託し、審査・認定までの業務がス
ムーズに行われる。

継続

「介護認定審査会業務の
事務委託に関する規約」
に基づく事業のため、今
後も継続して実施してい
く。

「介護認定審査会業務の事務委託に関す
る規約」に基づき、引き続き、三木町・
直島町・綾川町の介護認定審査会業務に
ついて、本市が受託して実施する。

介護保険課

(2)障害程度区分等審査
会業務の連携

・審査会を50回開催し，市と３町の審査
について、引き続き連携した。
・審査件数としては，高松市765件，三木
町65件，直島町2件，綾川町50件の審査を
行った。

審査会開催件数 50回 50回 48回

毎週水曜日に審査会を予
定しているため、開催が
想定される回数を目標値
とする。

50回

・達成度　　　25
・向上余地度　25
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ａ Ａ Ａ

【三木町】Ａ：審査会業務において、体制も確保されており、十分な取組
が行われている。
【直島町】Ａ：成果に示されている障害程度区分等審査会業務の連携に
ついて、体制も確保されており、十分な取組が行えている。
【綾川町】Ａ：安定的に障害福祉の支援が行われる。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているので、
今後とも引き続き取り組
みを行うため

・審査会を約50回開催し，市と３町の審
査について、引き続き連携していく。
・審査予定件数：高松市750件，三木町65
件，直島町4件，綾川町50件

障がい福祉課

c
教
育

５　中学
校総合体
育大会等
の連携

中学校総合体育大会等
の連携

参加実績人数
第７回総体　５，２０７人
第７回新人　４，２３３人
第７回駅伝 　   ４２０人 参加生徒数 10,000 10,000 10,000

ビジョンの成果が達成さ
れている等、十分成果が
上がっている。

10,260

・達成度　　　20
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  25

Ａ Ａ

【三木町】Ａ：競技力の向上が図られるなど、事業の成果が認められる。
【直島町】Ａ：事業について一定の成果が認められる。

継続

今後も圏域で連携し、生
徒にとってより充実した
大会等を継続して開催す
る。

参加予定人数
第８回総体　５，２００人
第８回新人　４，３００人
第８回駅伝 　 ４５０人 保健体育課

(1)観光プロモーション
事業

民間の経済活動を観光振興の原動力とす
るため、高松市を中心とした瀬戸・高松
広域定住自立圏の観光振興への役割が期
待できる企業等から、高松市のイメージ
アップや集客力を高める事業を公募・認
定し、その活動を支援するもの。

パンフレット配布部
数 60,000 80,000 80,000

「讃岐を台湾でＰＲ実行
委員会」による活動が見
込まれたため

39,000

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｃ Ｄ Ｂ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｃ：財団法人高松観光コンベンション・ビューローへの情報提
供に多方面にわたり協力したため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｂ：観光やイベント情報提供・発信により圏域の観光振興を
図っている。引き続き圏域及び地域と連携し、観光振興に努めたい。
【小豆島町】Ａ：イベント情報提供により、圏域の観光振興を図っているた
め。
【三木町】Ｄ：観光資源の再発掘と観光事業や情報発信等の見直しを進
め、中心市と近隣市町との連携を強化していくことで改善を図る必要が
ある。
【直島町】Ｃ：具体的な成果を実感できない。
【綾川町】Ｄ：賛助会費を支出しているのみで、具体的な成果を実感でき
ない。

継続
一定の成果が達成されて
いるため、今後とも引き
続き取組を行っていく。

27年度事業を継続

(2)新たな観光プランの
企画、販売等

（公財）高松観光コンベンション・
ビューローを実施主体とする着地型観光
プラン（ぷち旅プラン）を企画・販売事
業を行う。

連携町の観光資源を
含むコース設定数 3以上 3以上 3以上

コースが変わるため、毎
年３コースを最低目標と
した

6

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：平成２７年度においては、当市の情報が取り扱われなかっ
たため。
【土庄町】Ｃ：特有の観光資源やイベント等を観光客誘致に活用している
が、もう一つの役割である高松観光コンベンション・ビューローの賛助会
員等として、同財団の実施する企画・販売事業の支援ができていない状
況であり、その支援方法等どのような形で連携できるのかが課題である。
【小豆島町】Ｄ：実績なしのため。
【三木町】Ｄ：観光資源の再発掘と観光事業や情報発信等の見直しを進
め、中心市と近隣市町との連携を強化していくことで改善を図る必要が
ある。
【直島町】Ｃ：具体的な成果を実感できない。
【綾川町】Ｄ：効果的な連携が図られていない。

継続
一定の成果が達成されて
いるため、今後とも引き
続き取組を行っていく。

27年度事業を継続

(3)国内外観光客向け情
報発信事業

海外観光客向け情報発信事業である英語
ブログサイト「アート・シティ高松」
に、アートに関するスポットなどについ
て取り上げてもらうとともに、連携町に
当サイトへのリンクを依頼した。

アート・シティ高松
へリンクを掲載して
いる市町数

5以上 5以上 5以上 現状維持 5

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｃ Ｄ Ｃ

【さぬき市】Ｃ：利用者の評価等が不明であるため。
【東かがわ市】Ｂ：ホームページを外国語対応に改修したが、圏域の魅力
を十分に発信できるまでには至っていない。
【土庄町】Ｃ：特にインバウンド対策の整備を進めているが、その効果に
ついての検証が十分に図れていない。
【小豆島町】Ｄ：実績なしのため。
【三木町】Ｃ：観光客目線でのより良い情報発信に努めていく必要があ
る。
【直島町】Ｄ：圏域全体のホームページが作成されていない。
【綾川町】Ｃ：ＨＰの多言語化は行っているが、その精度に疑問があるとと
もに、成果を図りにくい。

継続
一定の成果が達成されて
いるため、今後とも引き
続き取組を行っていく。

27年度事業を継続

Ａ

Ａ

Ｃ

Ｂ

b
福
祉

Ｃ

Ｂ

d
産
業
振
興

６　観光
の振興

Ａ

Ａ

観光交流課

　

実

４　広域
的な審査
会の実施
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（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

関係所属方向性の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 指標

活動目標値

実績値
（Ｈ２７度）

２７評価（中心市）

２７評価（連携市町）

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

連携事業
としての
方向性

　　　　平成２８年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

平成２７年度　取組実績

＜参考＞

連携市町評価の理由

(4)イベント交流の促進

本市の観光振興につながるイベントに対
し補助を行うとともに、情報発信コー
ナー(パンフレットブース)を設置し、連
携市町のＰＲ等に取り組み、相互交流に
よる観光振興を図った。

情報発信コーナー
（パンフレットブー
ス）設置数

1以上 1以上 1以上 現状維持 1

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｄ Ｃ Ｄ

【さぬき市】B：高松市での上映については、一定の成果があったと考え
られるが、その他のイベントについては、他市町の現状が不明であるた
め。
【東かがわ市】Ｃ：HPなどにより、相互の周知など改善を行う必要がある。
【土庄町】Ｃ：単年度事業ではあるが、圏域と連携を図りつつ運営及び情
報発信を行った点は評価。今後の継続的な展開について課題。
【小豆島町】Ａ：周知宣伝活動について十分に行われているため。
【三木町】Ｄ：近隣市町イベント時の周知宣伝活動を行うとともに、周知宣
伝活動を含めた相互交流を進めていく必要がある。
【直島町】Ｃ：相互交流への取り組みはできていない。
【綾川町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。

継続
一定の成果が達成されて
いるため、今後とも引き
続き取組を行っていく。

27年度事業を継続

７　中心
市街地に
おけるに
ぎわいの
創出

高松市中心市街地活性
化基本計画に基づく取
組

【商店街共同施設整備事業】
Ｇ街区駐車場整備事業補助金
平成２４年度～２７年度補助

補助金交付件数 3 2 1

商店街共同施設整備事業
が、過年度に整備した共
同施設整備事業に対して
補助金を交付する事業で
あるため。

1

・達成度　　　25
・向上余地度　25
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：取組実績がないため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｄ：実績がなく評価が難しい。
【小豆島町】Ｄ：実績なしのため。
【三木町】Ｄ：観光資源の再発掘と観光事業や情報発信等の見直しを進
め、中心市と近隣市町との連携を強化していくことで改善を図る必要が
ある。
【直島町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。
【綾川町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。

廃止

県都高松市として、中心
市街地のにぎわい創出は
必要不可欠な政策であ
り、継続して取り組む必
要がある。

まちづくり企画課
都市計画課

(1)災害時の応援体制等

相互応援体制を維持し、不測の事態に備
えた。

地震等による大規模
な災害時における防
災対策及び応急対策
について、災害時の
相互応援協定を締結
しているものであ
り、取組事業の指標
や各年度の活動目標
値を設定することは
適さない。

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ｂ

【さぬき市】Ｄ：県内全ての市町と応援協定を締結済みであり、定住自立
圏での応援協定の必要性が低いため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｂ：成果である大規模災害時における応急体制を中心とした防
災体制の充実、強化体制が確保されているが、実際に発生した際、各連
携市町において相互応援が素早く行えるようにしておく必要がある。
【小豆島町】Ａ：協定継続中のため。
【三木町】Ｃ：地震等の大規模災害時における防災体制に一定の充実・
強化が図れたが、今後もより一層の充実・強化に努めていく必要がある。
【直島町】Ｂ：協定継続中だが、さらなる協力体制の強化は必要である。
【綾川町】Ｂ：いざという時にスムーズに連携できるように、定期的、実践
的な訓練なども必要である。

継続
災害時の応援体制に関す
る協定のため、引き続き
取組を行っていく。

相互応援体制を維持し、不測の事態に備
える。

危機管理課

(2)香川県消防相互応援
協定

相互応援体制を維持し、不測の事態に備
えた。実績なし

災害時の応援体制に
関する協定のため、
指標を設定すること
ができない。

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｄ Ｄ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ Ａ

【さぬき市】Ｄ：県内全ての市町と応援協定を締結済みであり、定住自立
圏での応援協定の必要性が低いため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｂ：成果である圏域における消防活動体制を補完体制が確保
されているが、実際に発生した際、各連携市町において相互応援が素
早く行えるようにしておく必要がある。
【小豆島町】Ａ：協定継続中のため。
【三木町】Ｃ：県内市町及び一部事務組合の相互応援体制の強化に寄
与した。
【直島町】Ｂ：協定継続中だが、さらなる協力体制の強化は必要である。
【綾川町】Ａ：常備消防を高松市に委託しており、不測の事態においても
スムーズに対処できる。

継続
災害時の応援体制に関す
る協定のため、引き続き
取組を行っていく。

(3)高松空港及びその周
辺における消火救難活
動に関する協定

消火救難活動体制を維持し、緊急対応に
備えた。実績なし

災害時の応援体制に
関する協定のため、
指標を設定すること
ができない。

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ａ Ａ

【三木町】Ａ：関係市町の消防機関の協力により、消火救難活動の強化
に寄与した。
【綾川町】Ａ：常備消防を高松市に委託しており、非常備消防との連携も
スムーズに行われている。空港周辺の訓練も定期的に行われており、十
分な成果があると考えられる。

継続
災害時の応援体制に関す
る協定のため、引き続き
取組を行っていく。

(4)消防業務の事務委託

受託町における消防行政を円滑に実施す
るとともに、安全で安心して暮らせるま
ちづくりを推進した。

建物火災件数（暦
年）

15 15 15
平成25、26年の受託町に
おける建物火災の実績を
基に設定
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・達成度　　　25
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  25

Ａ Ａ

【三木町】Ａ：消防活動の円滑化、迅速化に貢献し、地域防災に寄与し
た。
【綾川町】Ａ：高松市に委託しており、十分な成果があると考えられる。

継続

消防業務の受託に関する
協定を締結しており、引
き続き取組を行ってい
く。

(1)一般廃棄物の処理業
務

綾川町から委託を受け，同町の区域から
生じる一般廃棄物の中間処理を行った。
【処理実績】
〈焼却〉綾川町分 　  4,382㌧
        高松市分　  53,548㌧
〈破砕〉綾川町分    　 702㌧
        高松市分　   7,544㌧

本市による綾川町の
一般廃棄物の受託処
理トン数

4,600 4,900 4,900
高松市一般廃棄物処理基
本計画等に基づき設定

5,084

・達成度　　　25
・向上余地度　25
・活動量  　　25
・効率的取組　18

Ａ

【綾川町】Ａ：綾川町から排出される一般廃棄物の中間処理業務の処理
を円滑に行えている。

継続

連携町とも一定の成果が
達成されているため、今
後とも引き続き取り組み
を行っていく。

今後も、綾川町から委託を受け、同町の
区域から生じる一般廃棄物の中間処理を
行う。
２８年度処理見込
〈焼却〉綾川町分 　    4,200㌧
        高松市分　    49,300㌧
〈破砕〉綾川町分    　 　700㌧
        高松市分　     7,590㌧

西部クリーンセン
ター

(2)し尿処理業務

三木町・綾川町から排出されたし尿及び
浄化槽汚泥の処理を行った。

処理実績　　65,496kl
（内訳）
　　　し尿　　浄化槽汚泥 　計
三木町
　　 2,535kl　 5,976kl　8,511kl
綾川町
　　 1,661kl 　3,649kl　5,310kl
高松市
　　12,822kl  38,853kl　51,675kl
　計
　　17,018kl　48,478kl  65,496kl

三木町・綾川町し尿
処理量／三木町・綾
川町し尿搬出量

100% 100% 100%
三木町及び綾川町のし尿
及び浄化槽汚泥を適正に
処理した割合とした。

100%

・達成度　　　25
・向上余地度　25
・活動量  　　20
・効率的取組  25

Ａ Ａ

【三木町】Ａ：事業に係る体制も確保されており、十分な成果があると考
えられる。
【綾川町】Ａ：綾川町から排出されるし尿処理業務の処理を円滑に行え
ている。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取り組
みを行っていく。

引き続き、三木町・綾川町から排出され
たし尿及び浄化槽汚泥の処理を行う。

処理計画　　62,900kl
（内訳）
　　　　　し尿　　浄化槽汚泥  　　計
三木町 　2,500kl 　 4,900kl
7,400kl
綾川町 　1,940kl 　 2,960kl
4,900kl
高松市  14,100kl   36,000kl
50,100kl
　計　  18,540kl　 43,860kl
62,400kl

(3)し尿貯留槽管理業務

国分寺町し尿貯留槽の管理を、綾川町に
委託した。 国分寺町し尿処理量

／国分寺町し尿搬出
量

100% 100% 100%

国分寺町のし尿及び浄化
槽汚泥を適正に処理した
割合とした。

100%

・達成度　　　25
・向上余地度　25
・活動量  　　20
・効率的取組  25

Ａ

【綾川町】Ａ：し尿の中間貯留業務を円滑に行えている。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取り組
みを行っていく。

引き続き、国分寺町し尿貯留槽の管理
を、綾川町に委託する。

(4)一般廃棄物の埋立処
分業務

国分寺地区から生じる一般廃棄物（し尿
及び浄化槽汚泥を除く。以下同じ。）を
中間処理した後に生じる残さの埋立処分
について、綾川町に委託した。
搬入量　高松市分　　1,314トン
※参考（綾川町分　　 927トン）

国分寺地区から生じ
る一般廃棄物の委託
トン数

1,400 800 800
高松市一般廃棄物処理基
本計画等に基づき設定

1,314

・達成度　　　25
・向上余地度　25
・活動量  　　13
・効率的取組　18

Ａ

【綾川町】Ａ：主灰の埋立処分の業務を円滑に行えている。また、最終処
分場の延命化について協議でき正式に香川県に「一般廃棄物処理施
設変更届出書」が受理された。

継続

連携町とも一定の成果が
達成されているため、今
後とも引き続き取組を
行っていく。

今後も、国分寺地区から生じる一般廃棄
物を中間処理した後に生じる残渣の埋立
処分について、綾川町に委託する。
平成28年度搬入量見込
　　　高松市分　1,400トン
※参考（綾川町分　930トン）

西部クリーンセン
ター

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｃ

　

Ａ

e
そ
の
他

８　消
防・防災
体制の強
化

消防局総務課

９　一般
廃棄物処
理体制の
確保

衛生処理センター

Ａ

Ａ

他市照会の結果、中心市街地活性化基本
計画に基づく取組において、連携して事
業実施することは難しいとの回答を多く
得たため、今後、連携中枢都市圏におい
ては継続しないことが適当と思われる。
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（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

関係所属方向性の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 指標

活動目標値

実績値
（Ｈ２７度）

２７評価（中心市）

２７評価（連携市町）

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

連携事業
としての
方向性

　　　　平成２８年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

平成２７年度　取組実績

＜参考＞

連携市町評価の理由

１０　不
法投棄の
防止

不法投棄対策事業の推
進

 【三木町】11月29日に三木町において、
きれいな自然環境を守ろう！高松・三木
出会いふれあいクリーン作戦を実施し
た。三木町　173人、高松市 129人計
302人（ごみ回収量303kg）

 【綾川町】平成28年1月31日に高松空港
周辺において、高松エアポートクリーン
作戦を実施した。綾川町約60人、高松市
1,290人 計約1,350人（ごみ回収量
1,600kg）

 【さぬき市、東かがわ市、土庄町、小豆
島町、直島町】　本市で7月19日実施の、
あじ水ぎわクリーン作戦を核として、海
岸線等の不法投棄撲滅ふれあいクリーン
作戦を実施した。参加人数及びごみ収集
量内訳　さぬき市 245人 2,930kg　東か
がわ市 3,214人 41,960kg　土庄町 92人
1,500kg　小豆島町 353人 10,600kg　直
島町 500人 4,200kg　高松市 900人
3,800kg

不法投棄撲滅ふれあ
いクリーン作戦参加
者数

6,600 6,600 6,600

これまで実施してきた不
法投棄撲滅ふれあいク
リーン作戦の参加者数の
推移から設定。

7,122

・達成度　　　20
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

【さぬき市】C:定住自立圏で連携を図りながら、回収する対象品目を増
やすなど、余地はある。
【東かがわ市】Ｂ：海岸清掃などの清掃活動を実施した。
【土庄町】Ｂ：継続して清掃活動できている点は評価できる。また、不法投
棄後の清掃を行ったり、不法投棄があればすぐに自治会から通報をもら
うなどの連絡体制ができつつある。しかしながら、依然として不法投棄は
あるため、今後も継続して事業を行う必要がある。
【小豆島町】Ａ：不法投棄対策について連携して取組みが行えているた
め。
【三木町】Ｂ：「高松・三木出会いふれあいクリーン作戦」については、一
定の参加者もあり定着しているが、開催場所の検討など不法投棄防止
についての努力が必要と考えられる。
【直島町】Ｂ：同時期開催による海岸線等の不法投棄撲滅クリーン作戦を
予定通り実施することができたが、今後はその後の維持体制も強化して
いく必要がある。
【綾川町】Ｂ：ゴミそのものの回収量はかなり減ってきたが、町内からの参
加人数を増やす努力が必要

継続

圏内全域で環境美化活動
を行うことにより、清潔
で美しい圏域を実現する
とともに、環境意識の高
揚を図っているところで
あり、また、各種団体、
国、県、地元自治会等と
の協力体制も確立されて
いることから、継続して
実施する必要がある。

・三木町においては、高松・三木不法投
棄撲滅ふれあいクリーン作戦を高松市内
にて実施するよう検討している。また、
綾川町においては、高松エアポートク
リーン作戦を継続実施し、市民・町民の
環境美化意識向上を図っていく。・アー
スデーＩＮあじ　水ぎわクリーン作戦に
合わせて、さぬき市、東かがわ市、土庄
町、小豆島町、直島町が、同時期に瀬戸
内海地域一体の海岸清掃活動を実施す
る。 環境指導課適正処

理対策室
Ｂ
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「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組進捗状況調査票（平成２７年度）

【結びつきやネットワークの強化】

（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

１１　公
共交通機
関利用促
進

公共交通機関の利用促
進

【高松市】公共交通利用促進条例の理念に基
づく施策である、「電車・バスの乗り継ぎ割
引拡大制度」や「高齢者公共交通利用支援制
度」を継続するとともに、まちなかループバ
スの運行開始やバス案内表示板の設置などを
行った。
　レンタサイクルの利用促進とイメージアッ
プのため、650台の車両に、26年度に公募によ
り決定した新デザインの塗装を行った。
【さぬき市】公共交通機関の利用促進を図る
ため、さぬき市広報紙及びホームページを用
いた、パーク・アンド・ライド駐車場の利用
に関する、周知・募集活動を実施した。
【東かがわ市】平成２５年度のパークアンド
ライド調査結果を基に、三本松駅前にパーク
アンドライド用の駐車場を設置したことで、
利用者の利便性向上につながった。
【三木町】・ことでん学園通り駅に整備して
いるパークアンドライド駐車場の運営　・年
間契約数：延べ513台（月平均42.8台）　・広
報誌等での利用促進
【綾川町】琴電綾川駅利用者を対象に、パー
クアンドライド駐車場３０台をＨ25.12～整備
している。平成２７年度の利用実績は、２８
台分が利用されている。未利用の２台分は軽
自動車専用。

公共交通利用者数 69,100 70,500 71,700

高松市総合都市交通計画
等に定める公共交通利用
促進施策の展開により、
利用者の増加を見込む。

69,824

・達成度      20
・向上余地度　18
・活動量  　　13
・効率的取組  18

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

【さぬき市】Ｂ：公共交通機関の利用促進を図るため、さぬき市広報紙及
びホームページを用いた、パーク・アンド・ライド駐車場の利用に関する周
知・募集活動を実施したが、利用率の向上につながらなかったため。
【東かがわ市】Ａ：Ｐ＆Ｒの有効性の調査結果を参考に、Ｐ＆Ｒ用駐車場を
整備し市民の利用が広がった。
【三木町】Ｂ：一定の利用者数があるものの、今後も利用者数の増加に向
けた取組を行っていく必要がある。
【綾川町】Ｂ：個々の成果としては、十分なものとなっているが、連携が図れ
るような施策の実施も必要ではないかと考える。

継続

一定の成果が現れている
中で、内容を再検討し継
続の予定。（交通系ＩＣ
カードＩｒｕＣａを活用
した施策展開を目指
す。）

一定の成果が現れている中で、内容を再検
討し継続の予定としており、交通系ＩＣ
カード「ＩｒｕＣａ」を活用した施策展開
について、関係市町と協議を進めることと
している。

交通政策課

１２　海
上交通の
確保・充
実

海上交通の確保・充実

【高松市】
「高松市離島航路確保維持改善協議会」にお
いて、「男木～高松航路改善計画」に基づく
「離島航路３ヵ年計画（平成２８年度～３０
年度）を策定するなど、引き続き「男木～高
松航路」の確保・維持・改善に向けた協議・
検討を行い、１０月から高齢者割引の適用や
島発往復割引の拡大施策を実施した。
【小豆島町】
　坂手港周辺で地域住民主導の海上交通利用
者へのお接待や神戸みなとまつりでのキャン
ペーン等の実施を行った。
【土庄町】
①航路及び路線バスの利便性向上を図るた
め、バス及び航路でＩＣカードが利用できる
旨の周知広報を行った。②豊島において町直
営による自家用有償運送として、有料コミュ
ニティバスを1日7便、船との接続を考慮した
バスダイヤで運行を行い、利便性及び利用率
の向上を図った。③海上交通者の利便性向上
及び必要な交通手段の確保・充実のため、バ
ス会社への支援等を行った。
【直島町】
・港湾施設パトロール事業　4,556,736円
・港湾各所補修（補修）　2,383,560円
・イルミネーション支援事業　2,484,000円
（平成27年度事業費：予算額9,457千円→実績
9 425千円）

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｂ Ａ Ｃ

【土庄町】Ｂ：ハード面での整備が完了し、また、芸術祭の開催にあたり、
必要な交通手段の確保・充実に努め、一定の成果があがっているが、海
上交通の確保について、継続的で陸上交通と遜色がないようもっと充実し
ていくことが課題である。
【小豆島町】Ａ：海上交通に対する周知宣伝活動を行い、成果が得られて
いるため。
【直島町】Ｃ：港湾施設のパトロールにより違法駐車の減少による成果は上
がっているが、直島・小豆島航路の連携ができていないので、今後、検討
が必要。

廃止

今後も関係市町それぞれにおいて、海上交
通の確保・充実に取り組むこととしている
が、一定の目的を達成したため、瀬戸・高
松広域連携中枢都市圏ビジョンには継続せ
ず、、同ビジョンでは二次交通であるコミ
バス等へのＩｒｕＣａ導入に取り組むこと
としている。

交通政策課

b
Ｉ
Ｃ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ
整
備

１３　ブ
ロードバ
ンド利用
環境の向
上等

ブロードバンド利用環
境の向上等

・本市の島しょ部における民間の整備計画
等について情報収集を行うとともに、地域
の実情に即したブロードバンドの利用環境
の向上のための技術、手法等を調査、検討
した。
・香川県超高速ブロードバンド整備推進協
議会において、県内の状況を確認した。

超高速ブロードバン
ド整備率

90.00% 99.00%
100.00%

香川県超高速ブロードバ
ンド整備推進協議会内に
おいて協議されることな
どについて、圏域におい
て取り組む事項等があれ
ば検討を進める。

99.80%

・達成度　　　25
・向上余地度　18
・活動量  　　25
・効率的取組  25

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ａ

【さぬき市】Ａ：連携市町ともに超高速ブロードバンド整備に目途がついた
ことから、十分達成できたと考えられるため。
【東かがわ市】Ａ：ブロードバンド基盤の整備は既に終了している。
【土庄町】Ａ：一部の島嶼部を除く地域においては整備が完了している。
【小豆島町】Ａ：ブロードバンド基盤の整備が行われているため。
【三木町】Ｂ：ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ利用環境の普及について、今後も更なる普及に
向けた取組について検討
【直島町】Ｃ：平成２５年度に直島町内（向島、屏風島を除く。）における全
域で超高速ブロードバンドサービスを利用出来るようになっている。今後、
向島・屏風島の検討が必要である。
【綾川町】Ａ：平成22年度から23年度にかけて、民設民営方式による光
ファイバ網整備事業を実施し、町内全域で超高速ブロードバンドによる
サービスが受けられるようになっている。

廃止

四国総合通信局や県が公
表する超高速ブロードバ
ンド整備状況では、ＬＴ
Ｅの出現等により、香川
県内は全て整備済エリア
となっており、この事業
の目的は達成されてい
る。

光ファイバーの整備では、一部島しょ部が
未整備として残るものの、ＬＴＥ等の超高
速無線通信エリアの状況を考慮すると、県
内全域で整備済となるため、当該事業につ
いては平成27年度を持って終了とする。

情報政策課

(1)中心市街地における
直売所の整備及び活用

本市が改装費補助を行い、平成２２年５月
にオープンした「さぬき産業工芸館サン・
クラッケ」では、地場産品の販売展示や情
報発信などの事業を行い、連携する周辺市
町を始め、県内の地場産品の認知度向上に
努めた。 商店街の空き店舗を

活用した直売所の件
数

1 1 1

当該事業は、国の緊急雇
用創出事業を活用した時
限事業であることから、
施設の維持を目標値とす
る。

1

・達成度　　  13
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：現在、直売所の整備に対する取り組みができていないた
め。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｄ：現在この事業に取り組めておらず、圏域の地産地消を促進
しているとはいいがたいため。
【小豆島町】Ｄ：実績なしのため。
【三木町】Ｃ：マルシェ（産直市場）などの事業を町内開催だけにとどまら
ず、中心市街地や近隣市町での開催を検討することで、特産品のPRや地
産池沼促進につなげることが必要である。
【直島町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。
【綾川町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。

廃止

当該事業は、国の緊急雇
用創出事業を活用した時
限事業であることから、
施設の維持を目標とする

引き続き、「さぬき産業工芸館サン・ク
ラッケ」を有効活用し、本市のほか、連携
する周辺市町の地場産品等の販売促進や中
心市街地に集う消費者による消費拡大に努
める。

産業振興課

(2)特産品の周知宣伝等

地産地消、農産物の認知度の向上等を目的
に開催した「たかまつ食と農のフェスタ２
０１６」において、連携市町に出展案内を
行い、特産品の知名度向上を図った。（出
展実績７：綾川町１、さぬき市３、三木町
１、土庄町１、小豆島町１）

たかまつ食と農の
フェスタ２における
連携市町の出展者数

7 7 7
全ての連携市町が出展に
参加することにより、宣
伝効果を上げるため。

7

・達成度　　  25
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：現在イベントを通じた特産品の周知に対する取り組みがで
きておらず、さぬき市独自の特産品の掘り起しが必要であるため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｃ：町内外のイベントにおいて特産品の周知宣伝活動を行って
いるが、さらなるＰＲ活動を行っていく必要がある。
【小豆島町】Ａ：周知宣伝活動について、十分に行われているため。
【三木町】Ｃ：今後は町内外イベントなどの機会を活用し、特産品の周知活
動を積極的に行う必要がある。
【直島町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。
【綾川町】Ｄ：具体的な取り組みに至っていない。

継続
引き続き、連携市町に出
展を働きかけ、より多く
の出展を目指す。

引き続き、【たかまつ食と農のフェスタ】
などのイベントでの連携市町へのに出展を
依頼し、圏域の特産品の周知宣伝等を推進
する。

産業振興課
農林水産課

関係所属

Ａ

c
地
産
地
消

１４　中
心市街地
における
直売所の
整備及び
活用

Ｃ

Ａ

a
地
域
公
共
交
通

Ｃ

Ｃ

活動目標値

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

実績値
（Ｈ２７度）

方向性
連携事業
としての
方向性

　　　　平成２８年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

２７評価（中心市）

２７評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 平成２７年度　取組実績 指標
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（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

関係所属

活動目標値

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

実績値
（Ｈ２７度）

方向性
連携事業
としての
方向性

　　　　平成２８年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

２７評価（中心市）

２７評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 平成２７年度　取組実績 指標

d
地
域
内
外
の
住
民
と
の
交
流
・
移
住

１５　自
然体験等
を通じた
住民の交
流の促進

自然体験等を通じた住
民の交流の促進

２７年度においては、自然体験等を盛り込
んだイベントの周知啓発は行えなかった。

周知啓発イベント数 7 7 7

ビジョンに掲載されてい
るイベント等の例によ
り、２市５町合わせて７
件としている。

0

・達成度　 　　5
・向上余地度　10
・活動量   　  0
・効率的取組   0

Ｂ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｂ Ｄ

【さぬき市】Ｂ：市からの参加者も多く一定の成果はあがっているため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｃ：中心・周辺市に対して周知や啓発を行ってはおらず、圏域外
の児童・生徒等の参加を促進していないため。
【小豆島町】Ｃ：児童・生徒等の参加が無かったため。
【三木町】Ｄ：町として連携した取組は実施していないが、個々の経営体に
おいて自然体験等のイベントにより住民との交流を図っている。
【直島町】Ｂ：自然探検は目標どおり達成でき、一定の成果があった。定員
制ということもあり、参加者の大半を町内児童がしめたため、中心市での
周知・啓発による圏域内の児童の参加についてはわずかとなった。
【綾川町】Ｄ：成果が十分あがっておらず、更なる改善が必要である。

改善継続

28年度以降、連携中枢都
市圏として事業を継続す
るに当たり、連携市町と
の連携を強化する必要が
あるため。

自然体験等を盛り込んだイベントの周知啓
発を行う。

政策課

１６　文
化的資産
の活用

文化的資産の活用

・文学館交流ＰＲ誌を継続的に３館に設置
し来館者に配布するとともに、コミュニ
ティセンター、観光案内所や圏域内の教
育・文化施設、全国の文学館等に随時配布
し、３館の知名度向上を図り、圏域の連
携・交流が深まるよう相互ＰＲに努めた。
・小豆島尾崎放哉記念館や壺井栄文学館を
始めとする土庄町、小豆島町と高松市の文
化的資産との連携を図り、継続的に文化的
交流が深まるよう努めた。

交流ＰＲパンフレッ
ト配布数

4,500 4,000 3,500

一定の成果があがってい
るが、更なる取組みによ
る成果向上の余地がある
ため、4,500という活動目
標とした。

3,674

・達成度　　　　20
・向上余地度　　18
・活動量  　　  20
・効率的取組    18

Ｂ Ｂ Ｃ Ａ

【さぬき市】Ｂ：成果があがっているが、更なる取組による成果向上の余地
があるため。
【東かがわ市】Ｂ：東かがわ市１０選ガイドブック、歴史探訪などＰＲ資料が
非常に
【土庄町】Ｃ：単独事業での実施・情報発信に努めているが、構成市町と
の連携を活かせるようにする必要があるため。
【小豆島町】Ａ：文化的資産の調査を行い、研究・把握に努めたため。

継続

連携町とも一定の成果が
達成されているため、今
後とも引き続き取組を
行っていく。

・文学館交流ＰＲ誌を継続的に３館に設置
し来館者に配布するとともに、コミュニ
ティセンター、観光案内所や圏域内の教
育・文化施設、全国の文学館等に随時配布
し、３館の知名度向上を図り、圏域の連
携・交流が深まるよう相互ＰＲに努める。
・小豆島尾崎放哉記念館や壺井栄文学館を
始めとする土庄町、小豆島町と高松市の文
化的資産との連携を図り、継続的に文化的
交流が深まるよう努める。

観光交流課
文化財課

■文化芸術鑑賞機会等の提供
【文化芸術振興課】
サンポートホール高松の指定管理者である
公益財団法人高松市文化芸術財団及び高松
市教育委員会と連携して、サンポートホー
ル高松において、劇団四季こころの劇場
『人間になりたがった猫』の小学生招待公
演を実施した。
・実施日：平成２８年２月８～１０日
　　　　　各２回公演（８日のみ１回公
演）
・場所：サンポートホール高松　大ホール
・内容：劇団四季ミュージカル『人間にな
りたがった猫』公演
・参加者：市内及び連携１市５町
（高松市・さぬき市・土庄町・小豆島町・
三木町・直島町・綾川町）の小学６年生及
び引率教員等
　５,１４３人

【学校教育課】
劇団四季こころの劇場『人間になりたがっ
た猫』高松公演の参加校引率教員を対象
に、１２月２１日にサンポートホール高松
において打合せ会を行った。

参加者数 5,200 5,200 5,200

毎年、劇団四季が社会貢
献事業として行っている
「こころの劇場」を共催
しており、本市及び連携
市町の小学生に対する無
料公演を継続して行って
いる。

5,143

・達成度　　　25
・向上余地度  18
・活動量  　　13
・効率的取組  25

拡充

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後も引き続き取組を
行っていくとともに、平
成２９年度より東かがわ
市が新たに参加を希望し
ており、事業の拡充を
図っていく。

【文化芸術振興課】
前年度に引き続き、公益財団法人高松市文
化芸術財団及び高松市教育委員会と連携し
て、劇団四季の公演を実施する予定。

公演予定日：平成２９年２月（３日間）
参加対象者：高松市、さぬき市、土庄町、
小豆島町、三木町、直島町、綾川町の小学
６年生及び引率教員等）

【学校教育課】
劇団四季こころの劇場『王子とこじき』高
松公演の参加校引率教員を対象に、１２月
１９日にサンポートホール高松において打
合せ会を行う予定。

文化芸術振興課
学校教育課

【美術館美術課】
美術館学習　0校(3月末まで改修工事のた
め休館中であったため)

参加者数 39 25 0

改修工事のため高松市美
術館は平成28年3月末まで
休館中であり、特別展開
催期間が短かいため、市
外からの参加は難しいと
考える。

0

平成27年度は改修工
事のため休館してお
り、美術館での鑑賞
の機会が創出でき
ず、当該年度につい
ては評価できない。

拡充

取組を行っていない連携
市町とも引き続き協議を
続け、美術館学習等教育
普及事業について、広報
の拡充を図っていく。

【美術館美術課】
圏域内の小中学校に美術館学習の周知を行
い、参加を希望する学校に対して、美術館
での鑑賞学習及び施設見学等を実施する。 美術館美術課

■文化芸術事業の出前公演
【文化芸術振興課】
開催回数：全16回（内さぬき市１回）
鑑賞者数：1,540人
落語、アンサンブル演奏、和太鼓、金管五
重奏等６メニューで実施。
定住自立圏構想として、圏域市町に呼びか
け、さぬき市でも実施した。

鑑賞者数 ー ー ー

平成２７年度は、「文化芸術
鑑賞機会等の提供」の取組
内に含まれていたため、活
動目標値を設定していな
かった。

1,540

・達成度　　　18
・向上余地度　18
・活動量  　　13
・効率的取組  18

拡充

今後も引き続き取組を
行っていくとともに、平
成２９年度より東かがわ
市、綾川町、土庄町が新
たに参加を希望してお
り、事業の拡充を図って
いく。

平成28年8月から平成29年3月までの開催期
間で募集を行う。
落語、アンサンブル演奏、和太鼓、影絵劇、金
管五重奏、トルンコンサートの６メニューで実施
予定である。
さぬき市でも開催予定。

文化芸術振興課

１８　瀬
戸内国際
芸術祭関
連事業の
実施

瀬戸内国際芸術祭関連
事業の実施

瀬戸内国際芸術祭2016の開催に向けて実行
委員会、連携市町とともに芸術祭が効果的
に実施できるよう準備し、平成２８年３月
２０日から春会期が開催された。

来場者数 1,330,000 ー ー
平成２７年度は、当初、
当初活動目標値を設定し
ていなかった。

254,284
（春会期

3/20～4/17）

・達成度　　　25
・向上余地度　18
・活動量  　　25
・効率的取組  18

Ｂ Ａ Ｅ

【土庄町】Ｂ：他県から観光客はもとより、連携市町の住民の来場も見ら
れ、瀬戸内国際芸術祭2016に向けたＰＲに繋がったと考える。
【小豆島町】Ａ：各種芸術作品の展示及びイベント開催を行った。
【直島町】Ｅ：男木島の活性化についての連携は必要か（男木島のみの活
性化では意味がない）。
圏域内の各町と相互連携し、関連事業を実施するとあるが、何年たっても
できていないし、実施に向けての動きもない。

継続

芸術祭が効果的に実施で
きるよう、今後も引き続
き実行委員会、他市町と
ともに連携していく。

瀬戸内国際芸術祭夏会期、秋会期が開催され
る。
また、芸術祭の会期と会期の間の作品公開に
ついて各市町と連携して、統一された公開を
行う。

文化芸術振興課

１９　図
書館サー
ビスの提
供

移動図書館の開設

移動図書館車で直島町内２か所のステー
ションを毎月１回巡回し、図書館サービス
を提供した。
【貸出状況等】(２ステーション合計)
・新規登録者数　　　24人
・貸出人数　665人（平均55人/月）
・貸出実績6,579冊（平均548冊/月）

貸出利用者数 610 620 620
実績数値より目標値を設
定

665人
(平均55人/

月)

・達成度
25
・向上余地度
18
・活動量
25
・効率的取組
25

Ａ

【直島町】Ａ：本事業を実施することで町内で気軽に図書を借りることがで
きている。リクエスト対応の貸出も好評である。利用者が固定化されてきて
いる面もあり今後も広報などを行っていきたい。

継続

成果は達成しており、広
報活動の充実等に取り組
み、引き続き、サービス
を提供していく。

移動図書館車で月１回、直島町内のステー
ションを巡回し、図書館サービスを提供す
る。
・広報活動…直島町広報誌にて、移動図書
館の巡回日程等を町民に周知。 中央図書館

２０　圏
域情報の
発信及び
共有化

圏域情報の発信及び共
有化

ホームページによる圏域市町のイベント情
報の発信について、直島町を除く、２市４
町とホームページ（イベント情報ページ）
のリンクを行った。

イベント情報ページ
リンク数

0 6 7 圏域市町数による。 7

・達成度　　　20
・向上余地度　18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｄ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｄ Ｃ

【さぬき市】D：取組実績がないため。
【東かがわ市】Ｃ：新制度に向け、より一層の広報活動が必要である。
【土庄町】Ｃ：さらなる情報発信等の広報活動をしていく必要がある。
【小豆島町】Ａ：各種情報発信を行えたため。
【三木町】Ｃ：今後においても、広報誌やホームページ、イベント等を活用
し、より積極的な情報発信をしていく必要があり、その発信のあり方を高松
市・連携市町で検討していかなければならない。
【直島町】Ｄ：圏域内での情報連携が出来ていない。
【綾川町】Ｃ：一定の成果があがっているが、課題もあり、更なる改善が必
要である。

廃止

本市と圏域市町のホーム
ページ（イベント情報
ページ）のリンクを行う
ことで、ホームページに
よる圏域市町のイベント
情報を、発信していく。

引き続き、圏域市町における情報の発信及
び共有化を図る。

広聴広報課

Ａ Ａ Ａ ＢＡ

Ａ

Ｂ

e
文
化
芸
術

Ｂ

１７　文
化芸術鑑
賞機会等
の提供

文化芸術鑑賞機会等の
提供
※「文化芸術事業の出
前公演」及び「美術館
学習」を含む

Ｅ

Ｂ

【さぬき市】Ｂ：「こころの劇場」の観覧については、公演回数が限られてい
ることから、抽選により３階席に割り振られることがあり、座席の位置によっ
ては、観えにくい場所がある。出前講座では、施設の利用者には、普段触
れる機会のない芸術を鑑賞することができ楽しんでもらえた。地域の人に
もっときてもらえるようにＰＲが必要だった。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ａ：圏内市町の小学校との連携体制ができており、毎年継続的
に効果的な運営がなされている。
【小豆島町】Ａ：文化芸術事業に児童・生徒の鑑賞機会を講じたため。
【三木町】Ａ：鑑賞機会が少ない児童にとって本公演は、貴重な体験とな
り、情操教育の一助となっている。
【直島町】Ｂ：圏内市町の小学校との連携が密にできているだけでなく、実
施体制が確立されており、毎年スムーズな運営ができている。
出前公演については、日程面と集客面において利用が難しい。
【綾川町】Ｂ：高松市で劇団四季の鑑賞会実施し、綾川と児童が参加し
た。

Ａ

Ｂ Ｄ
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（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

関係所属

活動目標値

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

実績値
（Ｈ２７度）

方向性
連携事業
としての
方向性

　　　　平成２８年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

２７評価（中心市）

２７評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 平成２７年度　取組実績 指標

２１　高
松市屋島
陸上競技
場の活用

高松市屋島陸上競技場
の活用

建築工事

整備進捗率 50 70 85
Ｈ２８の完成を目指して
いるため

60

・達成度　　　13
・向上余地度　18
・活動量  　　13
・効率的取組  10

- - - - - - -

【さぬき市】－:高松屋島陸上競技場の再整備が完了していないため。
【東かがわ市】－：実績なし。
【土庄町】－：屋島陸上競技場が再整備されておらず、評価しがたい。
【小豆島町】－：活用が難しいため。
【三木町】－：活用推進の取組が出来ていない状態にあり、改善が必要で
ある。
【直島町】－：建設中であり、活用出来ていない。活用方法については、
今後、協議が必要。
【綾川町】－：連携してする事業がなかった。

継続

再整備にあたっての前提
条件や状況が著しく変化
してきたことから、事業
費の縮減も図りながら整
備内容を精査し、適切に
対応していく。

・建築工事
・スポーツ振興の拠点施設としての利用の
促進を図るため、競技場を積極的にＰＲす
るとともに、競技団体・スポーツ関係団体
などと連携し、圏域を対象とする競技会、
スポーツ教室及び各種イベント開催等の打
合せを行う。

スポーツ振興課

(1)環境学習の推進

環境学習の参加応募条件を「瀬戸・高松定
住自立圏内に在住、又は通勤・通学する
方」として参加者を募った。

環境学習プログラム
の開催情報の周知件
数

20 20 22

環境問題を広域的にとら
えることにより、圏域住
民の環境意識の向上に寄
与するとともに、環境を
仲立ちとした圏域の結び
つきの強化や環境活動団
体との交流へと活動が波
及し、圏域全体の活性化
を目指すものです。

22

・達成度　　　13
・向上余地度  18
・活動量  　　20
・効率的取組  18

Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｅ Ｂ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：取組実績がないため、まずは連携市町との情報交換の場
を設ける必要があるため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｃ：周知等を行っているが、圏域住民の交流推進までには至っ
ていないため。
【小豆島町】Ｄ：実績なしのため。
【三木町】Ｅ：連携した取組ができておらず、今後の連携した取組実施に
向けた検討が必要である。
【直島町】Ｂ：成果実例あり。事業計画として改善余地あり。
【綾川町】Ｄ：広域の共通の課題が明確になっておらず、具体的な取り組
みに至っていない。

継続
関係市町との連携を深
め、今後とも引き続き取
組を行っていく。

環境保全推進課のホームページや新聞等で
環境学習や環境活動団体に係る情報提供を
行い圏域市町における環境学習の推進につ
なげる。

環境保全推進課

(2)環境負荷の少ない自
動車の普及促進

公用車に電気自動車２台を率先導入し、走
行実績に伴う温室効果ガス削減量等の情報
をホームページで発信した。

情報発信件数（ホー
ムページ更新回数、
環境展等）

14 14 14
ホームページ更新回数
12
環境展等　２

14

・達成度　　  13
・向上余地度  18
・活動量  　　13
・効率的取組  18

Ｄ Ｄ Ｃ Ａ Ｅ Ｃ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：取組実績がないため、まずは連携市町との情報交換の場
を設ける必要があるため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｃ：環境負荷の少ない自動車が少しずつ増えてきているが、もっ
と住民意識を高め、環境負荷軽減につなげていく必要がある。
【小豆島町】Ａ：環境負荷の少ない自動車の普及促進に向けての周知・啓
発に効果があったため。
【三木町】Ｅ：次世代自動車に関する調査・研究が必要である。
【直島町】Ｃ：環境負荷の少ない自動車の周知に一定の効果があったた
め。
【綾川町】Ｄ：平成23年度に電気自動車を購入したが、普及促進に十分活
用できていない。

継続

地球温暖化防止は重要な
課題であり、特に市域で
も温室効果ガス排出割合
が高い運輸部門でのＣＯ２

排出量の抑制は広域的に
取り組む必要がある。

電気自動車を公用車として新たに１台購入
し、車体ラッピングをして市内を走らせる
とともに、走行実績をＨＰで発信する。ま
た、市が設置した市内３カ所にある道の駅
の急速充電器の情報を発信するなど、電気
自動車の普及を図る。

環境総務課地球温
暖化対策室

(3)使用済小型電子機器
等リサイクル事業

平成28年３月に、コミュニティセンター２
か所で回収箇所を増設し、市内22か所で、
21品目の使用済小型家電のボックス回収を
実施した。
また、平成27年度からは、西部クリーンセ
ンター及び南部クリーンセンターでピック
アップ回収を本格開始したほか、広域のク
リーン作戦等において、イベント回収を実
施し、啓発活動を行った。

収集量(㎏) 1,260 1,258
前年度と同程度の回収を
見込んだため

4,094.2

・達成度　　  20
・向上余地度　18
・活動量  　　25
・効率的取組  25

Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ａ Ｄ

【さぬき市】Ｃ：定住自立圏で連携を図りながら、回収する対象品目を増や
すなど、余地はあるため。
【東かがわ市】Ｂ：使用済小型電子機器等の回収を始めたが、回収量が伸
びていない。
【土庄町】Ｃ：少しずつ回収量が増えているが、さらなる回収量の増加が必
要である。
【小豆島町】Ａ：小型電子機器等のリサイクルに対して効果があったため。
【三木町】Ｂ：回収量は増えつつあり、認知率は向上していると考えられ
る。しかし、対象品目以外の品目も多数回収されていることから、事業の
再周知が必要である。
【直島町】Ａ：回収体制も確立されており、十分な取組が行えている。
【綾川町】Ｄ：連携がなされないままになっている。

継続

連携市町とも一定の成果
が達成されているため、
今後とも引き続き取組を
行っていく。

・引き続き、市内２２か所でのボックス回
収、ピックアップ回収、イベント時の回収
を行う。
・さらに、小型家電利用者の多い若年層へ
の周知・啓発活動を行うほか、回収品目の
見直しなど、より効果的な回収方策につい
て検討する。
・「小型家電等リサイクル推進事業担当課
長会議」を開催し、事業結果の検証等今後
の事業展開を検討する。

環境業務課

２３　地
域密着型
トップス
ポーツ
チームの
試合観戦
機会等の
提供

地域密着型トップスー
ツチームの試合観戦機
会等の提供

実施回数・観客数・高松ﾌｧｲﾌﾞｱﾛｰｽﾞ：２回
（48人）・香川ｵﾘｰﾌﾞｶﾞｲﾅｰｽﾞﾞ：１回（12
人）・カマタマーレ讃岐：１回（18人）
合計：４回（78人）

児童・生徒等観戦機
会の提供による観客
数

1,500 2,000 1,000

これまでの当該指標に係
る実績（23年度は2,400人
余り、24年度は1,300人
弱、25年度は1,069人、26
年度は1,201人）に基づ
き、実現可能と考えられ
る目標値を設定した。

78

・達成度　　   5
・向上余地度　18
・活動量  　　 5
・効率的取組  10

Ｄ Ｂ Ｃ Ａ Ｃ Ｃ Ｅ

【さぬき市】Ｄ：香川県地域密着型スポーツ活用協議会交流事業にて同様
の取組をおこなっているため。
【東かがわ市】Ｂ：トップスポーツチームの試合観戦ができた。
【土庄町】Ｃ：香川県地域密着型スポーツ活用協議会事業として同様の取
り組みをおこなったため。
【小豆島町】Ａ：児童・生徒等に地域密着型トップスポーツチームとの交流
機会の提供を行えたため。
【三木町】Ｃ：スポーツ少年団等に試合観戦等の案内はしたものの、各団
体から要望がなかったため、実施できていない。
【直島町】Ｃ：野球観戦については、野球少年団・中学校野球部から35名
の応募があった。
サッカー・バスケットボール・アイスホッケー観戦については、日程が合わ
ず募集していない。
【綾川町】Ｅ：連携してする事業がなかった。

改善継続

取組みを維持・拡充する
に当たり、関係市町との
連携が不十分であり、成
果が向上していないこと
から、さらに各市町担当
者との連携等を密にする
中で、目標達成を図る。

・招待する試合や実施方法を香川プロス
ポーツクラブ連絡協議会と協議した後、関
係市町と打合せを行う。

スポーツ振興課

Ｃ

Ａ

f
そ
の
他

-

２２　環
境への配

慮

Ｃ

Ｅ
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「瀬戸・高松広域定住自立圏」取組進捗状況調査票（平成２７年度）

【圏域マネジメント能力の強化】

（Ｈ２５度） （Ｈ２６度） （Ｈ２７度）

さ
ぬ
き
市

東
か
が
わ
市

土
庄
町

小
豆
島
町

三
木
町

直
島
町

綾
川
町

a
圏
域
内
市
町
の
職
員
等
の
交
流

２４　職
員の交
流・人材
育成等

合同研修等の実施

業務改善能力や実践的政策形成能力を高め
るための研修を始め、行政環境の変化に対
応できる幅広い視野を養うための教養講演
会を合同で実施し、圏域内市町職員の能
力・資質の向上を図った。

【参加人数】
・業務改善能力向上研修
　　（高松市１９人、連携市町５人）
・政策形成能力向上研修
　　（高松市２２人、連携市町３人）
・OJT研修
　　（高松市２６人、連携市町５人）
・政策評価能力向上研修
　　（高松市３０人、連携市町４人）
・教養講演会
　　（高松市９３人、連携市町１１人）

各研修会への圏域内
市町参加職員数

各市町から１
名以上

各市町から１
名以上

各市町から２
名以上

平成26年度に各市町から
１名以上の参加があった
ことから、職員の更なる
能力・資質の向上を図る
ため、参加職員数を２名
以上とした。

さぬき市：５
東かがわ市：
４
土庄町：４
小豆島町：５
三木町：６
直島町：３
綾川町：１

・達成度　　　20
・向上余地度  18
・活動量  　　13
・効率的取組  25

Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｃ

【さぬき市】Ｃ：各研修に２～４日程度要することから、業務の都合等もあ
り、参加者の負担が大きくなるため。
【東かがわ市】Ｂ：職員の能力や意識の向上、交流のきっかけとなった。
【土庄町】Ｂ：成果に示されている各市町職員の資質向上の強化につい
て、体制も確保されており、十分な取組が行えている。今後は取組の圏域
マネジメント能力の強化を図る必要がある。
【小豆島町】Ａ：研修へ参加し、能力及び資質の向上を図れたため。
【三木町】Ａ：他市町職員との交流を深め、職員のマネジメント能力の向上
につながっている。
【直島町】Ａ：具体的な内容にふれることができ、参考になったため。
【綾川町】Ｃ：集合研修以外に、班内で協議しなければならないことも多
く、負担が大きい。また、仕方ないことではあるが、政策内容が高松市に
即したものになるため、モチベーションがあがらないとの指摘もあった。

継続

平成26年度に各市町から
１名以上の参加があった
ものの、まだ定着してお
らず、引き続き、職員の
能力・資質の向上を図る
ため、取組を継続する。

業務改善能力や実践的政策形成能力を高め
るための研修を始め，行政環境の変化に対
応できる幅広い視野を養うための教養講演
会を合同で実施し，圏域内市町職員の能
力・資質の向上を図る。

人事課

２５　大
学等との
連携

取組事項の研究交流

香川大学と地（知）の拠点整備事業に取り
組み、観光振興や街活性化にかかる課題の
調査研究を行った。

取組事項等に関する
研究交流の件数

2 2 2

定住の調査研究に取り組
むことは必要であるが、
多くの研究交流は困難で
あることから、過去の実
績を踏まえた数値設定と
した。

0

・達成度　　　13
・向上余地度  18
・活動量  　　13
・効率的取組  18

Ｄ Ａ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：連携市町及び圏域内の大学等との情報交換の場がないた
め、取組に当たっての課題や方向性を協議する体制づくりが必要である
ため。
【東かがわ市】Ａ：圏域の自治体に共通する課題を研究したことは、今後の
圏域全体の課題解決のヒントとなる。
【土庄町】Ｄ：取組事項等の研究交流に具体的に取り組めていない状況に
あるため。
【小豆島町】Ｃ：今後協力する可能性があるため。
【三木町】Ｃ：取組に関して今後も大学等との連携や交流を模索していく
必要がある。
【直島町】Ｄ：具体的に何も実施していない。
【綾川町】Ｄ：どのような成果があがっているのか不明

改善継続

平成２８年度以降、連携
中枢都市圏として事業を
継続するにあたり、定住
の調査研究ではなく、将
来の圏域を担うリーダー
育成の事業を展開する。

県が実施する奨学金制度を活用し、将来の
圏域を担うリーダー育成や、圏域内企業へ
の就職に向けた、大学等との連携推進など
の取組を実施する。

政策課

２６　市
民活動団
体等との
協働

協働企画提案募集事業

事業実施について、引き続き連携した。
年間６事業を採択したが、連携市町からの
応募はなかった。

採択件数 10件 10件 10件 予算額のとおり 6件

・達成度
・向上余地度
・活動量
・効率的取組

Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ

【さぬき市】Ｄ：取組実績がないため、まずは連携市町との情報交換の場
を設ける必要があるため。
【東かがわ市】Ｄ：実績なし。
【土庄町】Ｄ：取り組み実績がないため。
【小豆島町】Ｃ：今後協力する可能性があるため。
【三木町】Ｃ：取組に関して今後も市民活動団体等との連携や交流を模索
していく必要がある。
【直島町】Ｄ：市民活動団体がなく、取組実績もなかった。
【綾川町】Ｄ：現状として、高松市の協働企画提案事業のチラシを置くだけ
となっており、市民活動団体の育成までに至っていない。

廃止

平成２８年度に事業の見
直しを行ったこと、ま
た、これまでに連携市町
からの実績が無いこと等
を踏まえ、計画策定は終
了する。

事業取組内容の見直しを図ったことも踏ま
え、更に十分な情報共有を図り、引き続き
連携していく。

コミュニティ推進
課市民協働推進室

関係所属

Ｂ

b
そ
の
他

Ｃ

Ｅ

連携事業
としての
方向性

方向性の理由

　　　　平成２８年度　取組予定

　　※施設整備の場合は完成年度までの
　　　予定を記載

活動目標値

Ｈ２７度活動目標値設定
の理由

実績値
（Ｈ２７度）

２７評価（中心市）

２７評価（連携市町）

＜参考＞

連携市町評価の理由

政
策
分
野

施　策 施策に係る取組（事業） 平成２７年度　取組実績 指標



瀬戸・高松広域連携中枢都市圏における具体的取組の拡充等について

№ 委員意見 中心都市（高松市）の現状と今後の見通し等 連携事業としての見通し

１　圏域全体の経済成長のけん引

　ア　産学金官民一体となった懇談会の設置・運営等、国の成長戦略のための体制整備

1

　対象が民間サービスを含む総合的なものへと拡大してきていることから、ＮＰＯや
金融機関、大学等との連携・協働も期待される。連携を実現するためには、まずは相
手のことをよく知り、そのうえで地域資源をどう活用し、また課題をどのように解決
していくかを一緒に考え、適切な役割を担っていかなければならない。今後の協約に
おいては、連携項目以外のものであっても、周辺市町の意向に十分配慮しながら、検
討を進める必要がある。多様に連携することで地方の知やノウハウが生まれることを
期待したい。

　連携中枢都市圏の形成に当たっては、昨年度、ＮＰＯや金融機関、また大学等の外
部委員で構成されるビジョン策定懇談会を始め、圏域の首長・議長で構成される推進
委員や、事務担当者レベルの会議などを延べ１５回開催し、様々なご意見をいただく
とともに、意思疎通に努めた。
　今後も、行政間での意思疎通を図るとともに、ビジョン懇談会等でのご意見をお聞
きしながら、新たに、金融機関や大学等との連携も視野に、圏域の活性化に資する取
組を拡充してまいりたい。

○連携可能
　大学等との連携についてはビジョンに搭載
済

　イ　産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地域の中堅企業等を核とした戦略産業の育成

2

　中小企業支援は、圏内だけでなく外部との交流・マッチングの機会も必要ではない
か。
　支援メニューとして、新技術・新商品に加え、JETROと連携しての海外市場に目を
向けたもの等も必要ではないか。

　県内８市５町等で組織する香川県企業誘致推進協議会に参加しており、協議会にお
いて県内県外企業に対するアンケートを実施するほか、県外企業等が数多く出展する
イベントに出展するなど、支援メニューのＰＲに努めている。今後も本協議会の活動
を通して、圏域外との交流・マッチングに努める。
　政府系機関、地域の金融機関や商工会議所など国内各地域の企業支援機関が幅広く
連携する新輸出大国コンソーシアムに本市も参加し、中小企業が海外展開を図る上で
必要な、製品開発、国際標準化から販路開拓に至るまでの総合的な支援を行ってい
る。
　JETROは、国内・海外での見本市・商談会の開催や、本市に海外からバイヤーを招い
て商談会を開催しており、市内の企業もこれに参加しているところである。今後と
も、JETROとも連携しながら、中小企業の海外展開を支援してまいりたい。

○連携可能
　県域で対応（ジェトロ主催事業）
　香川県企業誘致推進協議会における活動で
連携済（企業誘致）

3

　圏域の経済成長には、産業を「興す・育てる」ことが重要。実現可能性の濃淡はあ
るが、下記施策が有効であると考える。
・起業促進、移住促進のための若者づくり人材育成
（岩手県八幡平市の例）市が中心となり、定期的に各種「スパルタキャンプ（人材育
成講座）」を開催し、若者の専門人材育成により企業を応援する。

　昨年度、創業支援事業計画を策定し、高松商工会議所、日本政策金融公庫、百十四
銀行等と緊密に連携を図りながら、ワンストップ相談窓口の設置や、創業塾を開催す
るなど、創業・起業希望者への支援を行っております。今後においても、関係機関と
連携を図りながら、引き続き、創業支援はもとより、創業後のフォローアップにも取
り組む。

≪課題等≫
　より広域的なレベルでの連携の検討

4

　圏域の経済成長には、産業の集積と育成が重要である。
・他府県では特区構想により、産業の活性化を図っている。当地区でも連携し「希少
糖」特区等を作ることも有効である。
・圏域企業活性化及び企業誘致のため、自治体が主導で物流の統合を検討してはどう
か。圏域内産業構造をみると、「卸売業・小売業」が事業所数、従業員とも全体の１/
４を占める最大の産業となっている。物流の統合で企業に余力が生まれ新たな投資が
発生する。また、四国の物流拠点化を図ることで、企業誘致にも繋がる。

　本市では、平成２１年４月に高松市企業誘致条例を制定し、工場や情報処理関連施
設はもとより、知的創造サービス業も助成対象とした高松ならでは企業誘致の推進を
図っている。平成２５年４月からは、新たに物流拠点施設を助成対象施設に加え、そ
の誘致に取り組んでいる。物流拠点施設は定着性が高く、将来的な成長も期待できる
ため、今後も引き続き、優遇制度を積極的にＰＲし、誘致に取り組む。

○連携可能
　香川県企業誘致推進協議会における活動で
連携済

　ウ　地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

5

　圏域の、特に一次産業の事業者を対象に、単品通販モデルなどんのノウハウを紹介
できて、切磋琢磨できるような研究会を持つことは、有意義であろうと思う。さら
に、セシール（現在はディノスセシール）の持つ、ロジスティックやオペレエーショ
ン等の資産を、小規模事業者さんでも活用できるような営業事業もある。自前で投資
する前に、こういった連携で、小さなところを大きく育てるプロジェクトを、ぜひ、
立ち上げていただきたい。

　インターネット等を利用し、農産物を消費者に直接販売する農家も増えつつある
が、個々の農家での取組や企画会社等の事業が主体となっているものがほとんどであ
る。
　既存の販売方法に頼るだけではなく、より収益性のある方法を選択することは、持
続可能な農業を実現する上でも大変重要であるが、産地間競争に打ち勝つ付加価値の
高い農産物を生産することも必要であることから、これまでもさぬき讃フルーツ生産
拡大事業等により、県オリジナル品種などの農産物の品質向上と生産拡大に対して支
援してきたところである。
　研究会等の立ち上げは、現在、予定していないが、農産物の積極的な販売を促進す
るため、県やＪＡを始め、近隣市町とも連携を進める。

≪課題等≫
　より広域的なレベルでの連携の検討

資料 ３ 

1



№ 委員意見 中心都市（高松市）の現状と今後の見通し等 連携事業としての見通し

6

　ゲストハウスのみならず、民泊事業までを含めて、滞在日数を増やして交流人口の
述べ数を拡大させる経済効果や、ファンづくりの基本になる交流の中身（アクティビ
ティー）を多彩な角度から議論して学び合うような仕組みを作ってはどうか。
　ガイド育成や、通訳ガイド、メニューの多国籍語、IoTのアプリケーションの開発な
ど、インバウンドで期待できるビジネスモデル部会を連携都市圏の事業者で実証実験
するもの有意義である。
　上記のような、具体的な推進役を、高松市では商工会議所に担っていただいている
が、連携市町では、商工会（連合会）となっており、双方の連携が今ひとつできてい
ないのが現状の課題である。ここは、行政（市町）が音頭をとって、サポート役に会
議所と商工会さらに、国（四国経済局、中小機構）が加わってこそ、足並みと情報の
交換ができるのではないか。

　延べ宿泊者数の増大は重要な課題であり、連携市町における様々なコンテンツをつ
なぎ合わせたアクティビティの創出について、その仕組み作りも含めて研究してまい
りたい。
　持続可能な観光振興を図るためには、観光とビジネスをきちんと結びつけ、地域で
お金が回る仕組みを作ることが重要である。ご提案に件については、今後の検討課題
とさせていただきたい。

≪課題等≫
　より広域的なレベルでの連携の検討

7
　香川県事業取組として行われている「わがかがわ観光推進協議会」の種々行事は参
考になる点が多々ある。

　本市も「わがかがわ観光推進協議会」の構成団体の一員として、その取組に参画し
ていることから、参考にしつつ、また県との役割分担や連携を意識しながら、観光振
興に取り組んでまいりたい。

8
　高松駅や高松空港で連携市町について、最低限英語でも案内できる観光コンシェル
ジュを育成する。

　高松駅及び高松空港において、香川県と本市が連携して観光案内所を設置してお
り、常時、英語による対応が可能となっている。このうち、案内所「高松駅構内の香
川・高松ツーリストインフォメーション」については、英語以外に、中国語、韓国語
での対応も可能となっている。

≪課題等≫
　県レベルの取扱として実施済

9
　エレキテルの発明で知られている平賀源内にちなんで「全国こども発明コンテス
ト」、庵治石のPRを兼ねた「夏休み石遊び大会」など、子供を対象にしたイベント
で、大人も一緒に来訪することが期待できるものを企画する。

　昨年度、高松城跡玉藻公園において、子どもをターゲットとした「水のお城フェス
ティバル」等を開催したところである。また、親子で参加できるネイチャゲーム（自
然体験イベント）を屋島山上で実施しているほか、庵治石のＰＲとして、むれ源平石
あかりロードを実施している。
　子どもをターゲットにしたイベントは、安定した集客力があることから、子どもと
大人が一緒に来訪することが期待できる事業を引き続き検討する。
　親子で高松市の伝統的ものづくりに関する理解と関心を深めることを目的に、夏休
み期間中に、伝統的ものづくり夏休み親子体験教室
を開催しており、今年度は、黒松の苔玉づくり体験等の５コースを開催予定で、総応
募定員150名のところ約400名の応募があるなど、大変好評をいただいている。
　また、伝統的ものづくりの一つである庵治石については、伝統的ものづくり学校巡
回教室として、市内の小中学校に伝統的ものづくりの職人を派遣し、ワークショップ
を開催している。
　今後とも、伝統的ものづくりの振興に繋がるとともに、親子で参加できるイベント
等の実施に努める。

≪課題等≫
　連携事業として実施する効果

10
　公共交通機関を利用して88ヶ所を巡るお遍路企画（国土交通省の「四国88ナビ」を
参照）

　近年、お遍路人気は外国人にも広がっており、お遍路文化を生かした観光振興は有
効な取組である。
　他方、お遍路に関する企画には、四国全体の連携等が必要となることから、平成２
７年６月１２日に観光庁の認定を受けた広域観光周遊ルート形成促進事業「スピリ
チュアルな島～四国遍路～」(四国ツーリズム創造機構)において、具体的な検討がさ
れるものと考えており、本市としてもその取組に協力していく。

≪課題等≫
　より広域的なレベルでの連携の検討

　エ　戦略的な観光施策

2



№ 委員意見 中心都市（高松市）の現状と今後の見通し等 連携事業としての見通し

11

　先日、地域コミュニティによる１日研修旅行に参加した。行き先は県外であった
が、とても人気があり、多くの人がお土産などにもかなりお金を使っていた。コミュ
ニティ主催のこういった旅行を連携市町で行えば、連携市町の経済成長の一助となる
のではないか。口コミ効果や近隣の為、リピート効果も期待できるのではないか。

　地域コミュニティ協議会や衛生組合連合会などの各種団体が主催する視察研修につ
いては、それぞれの団体が、視察の目的や必要性について判断した上で、視察先の選
定を行っている。
　任意団体である地域コミュニティ協議会等の活動に対して、連携市町が視察ツアー
を企画することは難しいが、御意見のとおり、視察研修は、団体旅行として、お土産
の購入や口コミなどによる、視察先への経済効果も期待されることから、自主的・主
体的な活動を妨げない範囲で、連携市町間での視察研修を働きかけてまいりたい。

≪課題等≫
　連携事業として実施する効果

12

　当行と香川県が連携して「せとうちＤＭＯ」の活動をしている。香川県は一般社団
法人せとうち観光推進機構に、当行は瀬戸内ブランドコーポレーションに各１名出向
させ瀬戸内のブランド化に取組んでいる。本連携中枢都市圏構想の中の取組事業で瀬
戸内の広域連携に必要なものがあれば、提言できるのでご連絡頂きたい。

　瀬戸内の広域連携、瀬戸内のブランド化について、本市としても協力ができること
があればご提言いただきたい。

13
　公共交通機関であるコトデンの圏域利用拡大・現在は高松市民のみの利用制限の
ゴールカードを三木町、綾川町、さぬき市にも拡大してほしい（三木町民から）。

　ＩＣカード・ＩｒｕＣａが利用可能な公共交通の沿線市町に対し、高齢者割引
（ゴールドＩｒｕＣａ）や電車・バスの乗り継ぎ割引の拡大等、ＩｒｕＣａを利用し
た公共交通の利用促進施策の導入について、手法や成果を積極的に周知する。

○連携可能

３　圏域全体の生活関連機能サービスの向上

　ア　生活機能の強化に係る政策分野

　　（ア）　地域医療

14
　山間部、島嶼部の交通空白地域に住む高齢者の病気予防認知症予防と病気の重篤化
を防ぐために、定期的な巡回検診医療サービスを支援する。

　保健センターでは、山間部・島嶼部の交通空間地帯における健康の保持増進のため
に、以下のような事業を実施している。
　山間部（塩江）では、該当地区にある病院で、健診、がん検診を実施するとともに
連携を図った活動を行なっている。また、島しょ部（女木・男木）では、定期的な健
康相談をはじめ胃がん、乳がん、結核・肺がん検診については済生丸巡回診療を実施
しているところである。
　今後においては、現行の事業を継続的に実施していくことで、地域の疾病予防につ
ながっていることから拡充する考えはない。

≪課題等≫
　連携事業として実施する効果

　　（イ）　介護

15 　高齢者を対象とした「医療・介護・療養」を目的とする、施設を拡充する。

　現在、第６期高松市高齢者保健福祉計画（平成２７～２９年度）に基づき、特別養
護老人ホームを始めとする高齢者を対象とした施設の整備を計画的に進めている。
　次期計画（平成３０～３２年度）においても、要介護認定者数や入所待機者数等を
総合的に勘案する中で、必要なサービス量を見込み、適切に設定してまいりたい。

≪課題等≫
　連携事業として実施する効果

16

　先日、四国新聞で、健康長寿年齢のランクが、香川県は下位であるという報道が
あった。又、高齢になると、４人に１人が、認知症になるとも言われている。要支
援、要介護状態になる人を減らすため、認知症予防体操やロコモ体操を、３市５町で
統一したものを作製し、ＮＨＫラジオ体操のように、誰もが覚えて実施するのはどう
か。高松市で国保・介護保険に必要なお金が１日当たり３億円と聞いた。みんなが健
康でいるということは、経済的にも効果があるのではないかと考える。そして、その
ことが一人一人の幸せに通じると考える。

　健康寿命を伸ばすことは、自分らしくいきいきと暮らすためにも、国民健康保険及
び介護保険の給付費の適正化を図ることからも重要であり、本市においても、はつら
つ介護予防教室・元気いきいき教室や各種健康教育等の介護予防事業に取り組むとと
もに、本市が作成したオリジナルの「のびのび元気体操」の普及啓発を行っていると
ころである。
　また、香川県が作成し、県下で使用できるロコモキーパー養成講座のプログラムを
活用し、ロコモティブシンドロームの予防にも努めているところである。
　今後は、他市町と連携し、「のびのび元気体操」の広域的な啓発や地域の実情に応
じた介護予防活動についての情報を交換する等、効果的な介護予防事業に取り組む。

≪課題等≫
　連携事業として実施する効果

２　高次の都市機能の集積・強化

　イ　高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

3
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17

　瀬戸芸では、観光事業としての経済効果ばかりが注目されているが、本来アーティ
ストの持つパワーは、地域と資源を磨く技術と付加価値創造の可能性を秘めている。
　以前、四国経済局の事業でアーティスト・イン・ファクトリーを行った。これは、
作家さんに２週間ほど工場を持つ企業に逗留してもらうことで、その事業者さんの持
つ個性技術と、アーティストも持つ感性や創造性で何か変化が起きるという事業であ
る。これを毎年続けると、きっとすごい成果が現れる。

　本市では、平成２５年１２月に「高松市文化芸術振興条例」を制定し、２７年度か
ら３０年度までの４年間を計画期間とし、本市の文化芸術の振興に関する施策を総合
的かつ計画的に推進するための指針となる「高松市文化芸術振興計画」を昨年３月に
策定したところであるが、この計画に搭載されたアーティスト・イン・レジデンス事
業を２７年度から実施しているところである。
　このアーティスト・イン・レジデンス事業は、市内の空き家や廃校、商店街の空き
店舗等を活用し、国内外から招聘したアーティストが一定期間滞在し、地域とのつな
がりの中で作品制作を行うことで、地域との協働が生まれ、地域に賑わいをもたらす
とともに、アートの普及や若手アーティスト等の育成につなげるものである。初年度
の２７年度では、国内外のアーティストから１７件の応募があり、採用された３組の
アーティストによる作品展開が、仏生山町や商店街で実施され、２８年度においても
継続して実施する。
　このアーティスト・イン・レジデンス事業を始め、多様なアート展開を実施するこ
とで、より多くの市民が文化芸術の創造と振興にかかわり、本市が活気にあふれるま
ちとなるよう、文化芸術を創造する都市「アート・シティ高松」の実現に向けて、今
後も各種施策を積極的に推進する。

○連携可能（※文化芸術振興の観点からは連
携が可能である。）

18

　私どもの法人が2009年に高松市に提案して始まった芸術士派遣事業は、行政が行う
唯一の事業というイタリア・レッジョエミリア市に学んだ子育て支援の事業であり、
全国から注目されている。今年から、島根県津和野町や、四国中央市からもオファー
があり、ノウハウの伝授や派遣を行うようになっている。本場レッジョエミリア市
は、ヨーロッパももちろん世界各国から、視察研修団が予約待ちの状態で、幼児教育
の聖地としての研修訪問が町を潤している。中枢都市圏の市町にも広く紹介し、子育
て幼児教育の特徴あるプロジェクトとして圏域に拡大してはどうか。

　本市の芸術士派遣事業は、イタリアのレッジョ・エミリア市が実施している幼児教
育をヒントに、芸術系大学の卒業生など、様々な芸術分野（絵画、造形、音楽など）
に高い知識を有するアーティストを「芸術士」として保育所・幼稚園・こども園に派
遣し、子どもたちとコミュニケーションを図りながら、子どもが持つ豊かな可能性を
見出し、感性や創造力などの育成を図ることを目的に、全国に先駆けた試みとして、
平成２１年１１月から実施している。
　当初は、公私立保育所のみ２８か所に派遣していたが、平成２４年度から公立幼稚
園も加え、本年度は公私立保育所２７か所、公立幼稚園１２か所、私立こども園１か
所の計４０か所に派遣している。
　例年、施設から多くの派遣希望があり、今年度は全１０３施設のうち半数以上の５
４か所からあり、選定基準は設けているものの、予算の範囲内での派遣先の選定につ
いて、例年苦慮している。
　このようなことから、中枢都市圏も対象とした場合、派遣先の調整が更に困難にな
ることが想定されることから、当事業を圏域に拡大することは困難と考えている。

≪課題等≫
　事業運営・コスト面

　　（キ）　環境

19
　水源涵養機能を維持するために森林整備をする人材育成事業（森林組合など森林を
整備する人材不足が問題となっている）。

　山間地域の活性化と、林業並びに森林の管理経営の活性化を図るとともに、森林の
適正な維持管理と人材の育成を図るため、森林組合等へ助成を行っている。
　また、林材業を魅力ある産業とするためには、林材業で働く人々の安全と健康の確
保が必要であるとの基本理念に基づき、本年、高松市で開催される「第５３回全国林
材業労働災害防止大会」に対し、経費の一部を補助している。

≪課題等≫
　連携事業として実施する効果

20
　農業を守り耕作放棄地を増やさないためのイノシシ、サル、ハクビシンなど獣対策
事業。

　近年、市内全域の田畑におけるイノシシ等の有害鳥獣による農作物被害が拡大して
いる。
　本市では、農林業の保護と育成を図るために、高松市鳥獣被害防止計画に基づき、
香川県猟友会に委託及び高松市鳥獣被害防止対策実施隊による捕獲活動を実施するほ
か、捕獲檻を導入する費用や、個人や集団で防護柵を設置する費用等を助成するとと
もに、捕獲活動及び個体処分をする費用を助成するなど農作物被害の軽減を図ってい
る。
　また、ハクビシン等の外来生物による被害についても、捕獲檻を購入し、被害が多
い地区の支所・出張所に捕獲檻及び殺処分機を配置するとともに、捕獲活動及び個体
処分をする費用の助成を実施している。
　今後についても事業を継続し、イノシシ・ハクビシン等の有害鳥獣による農作物被
害の軽減を図る。

○連携可能

　　（エ）　教育・文化・スポーツ

4
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21

　森林整備に携わる人材も減少していることから、山間地、里山での竹林の拡大がひ
どく、山間地に住むイノシシなどの獣被害は農産物のみならず、人間にも及んでい
る。鳥獣の移動には境界がなく、広域公共交通網の整備と同様、広域連携で取り組ま
なければ効果がない。そのためには、竹の伐採と竹の活用方法を考える必要がある。
（例：竹粉の発酵堆肥と、その堆肥を農家が安全な野菜作りに利用するなどの農業と
林業の連携や、林業と大学の連携による竹の繊維、素材、性質を活かした製品開発事
業など）森林整備や公共交通網の整備などは目に見えて経済をけん引するもではない
が、様々な分野に波及効果があり、圏域内での安心安全な生活環境整備として重要で
ある。

　近年、林業経営を取り巻く環境の悪化に伴い、森林所有者の森林整備に対する意欲
が低下し、放置される山林が増加している。特に放置竹林は生活に密着したエリアに
拡大し、山地災害防止、生物多様性の保全等、森林の持つ公益的機能の低下をもたら
すなど、大きな問題となっている。
　これに対し県は、平成２７年度に香川県放置竹林整備推進事業補助金交付要綱を制
定し、市もこれに上乗せ補助を行っている。昨年度はこの制度を利用し、２．４６ha
の放置竹林整備が行われ、里山地帯の生活環境の改善が図られた。
　今後も、制度の浸透とともに、整備面積の拡大を期待している。

≪課題等≫
　県レベルの取扱として実施済

22
【再掲】
　公共交通機関であるコトデンの圏域利用拡大・現在は高松市民のみの利用制限の
ゴールカードを三木町、綾川町、さぬき市にも拡大してほしい（三木町民から）。

　ＩＣカード・ＩｒｕＣａが利用可能な公共交通の沿線市町に対し、高齢者割引
（ゴールドＩｒｕＣａ）や電車・バスの乗り継ぎ割引の拡大等、ＩｒｕＣａを利用し
た公共交通の利用促進施策の導入について、手法や成果を積極的に周知する。

○連携可能

23

　かがわ東半分一日フリー切符、週末フリー切符など、行政や公共交通事業者が連携
して、観光客のスムーズで割安な移動を提供するとともに、主要駅には、目的地まで
のコミュニティバスやレンタサイクル、レンタカーなど、利用できる移動手段を整備
し、それらの情報をウェブ情報、掲示板、マップなど様々な手段で提供する。

　観光フリー切符については、イベントの開催等に併せ、交通事業者において企画し
ているものである。
　主要駅からの端末交通の確保については、地域の特性や利用ニーズを勘案し、今後
も継続して検討する。
　また、情報提供については、提供先、情報の容量など効果的で効率的な情報提供に
ついて検討する。

≪課題等≫
・より広域的なレベルでの連携の検討
・連携事業として実施する効果

24
　公共交通ネットワークの分かりやすい広域公共交通マップ（交通マップ）、乗り換
えやＰ＆Ｒ情報、レンタサイクルの推進など、圏域内での移動をサポートする事業。

　国・県に適切な情報提供を働き掛けてまいりたい。
≪課題等≫
・より広域的なレベルでの連携の検討

25 　カーフリーデー高松・四国統一公共交通利用促進キャンペーン推進事業。 　国・県とも連携し働き掛けてまいりたい。 ○連携可能

26 　圏域内の公共交通ネットワークの現況調査と改善に向けた協議。

　香川県において、平成２４年秋に実施された高松広域都市圏都市交通体系(パーソン
トリップ)調査に基づき、２７年３月に、高松広域都市圏都市交通マスタープランが策
定されており、２８年１月には、フォローアップ委員会が設置されるなど、本市も参
画し公共交通ネットワークの構築に向けた協議が行われている。

≪課題等≫
　県レベルの取扱として実施済

　イ　結びつきやネットワークの強化に係る政策分野

　　（ア）　地域公共交通
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　　（エ）　地域内外の住民との交流・移住促進

27

　人材の確保や育成についての事項をもっと取り込めないか。
・ＵＩＪターン関連の取り組み
・地域の子供たちが地域産業
・企業に触れる機会の創出など

　ＵＩＪターン関連の取組について、香川県及び県内市町により構成される香川県移
住・定住推進協議会に加入し、大都市圏での移住フェア開催等による情報発信に取り
組んでいるほか、平成２８年度からは、県外からの移住者を対象とした民間賃貸住宅
家賃等に係る経費の一部を補助する事業を実施している。今後、地方への移住を検討
している大都市圏居住者に向けたプロモーションの強化等を図るとともに、移住を促
進するための新規事業の実施を検討する。
　田町・南新町・トキワ街の３商店街で、高松南部商店街新世代協議会の主催によ
り、子ども達がお店でお仕事体験等を行う、かえっこ商店街が開催されており、大変
好評を得ている。今後とも、商店街の振興に繋がるとともに、子ども達が地域産業に
触れる機会が創出できるよう同事業の開催を支援してまいりたい。

○連携可能
　参加者を限定していない（高松南部商店街
新世代協議会主催事業）

28

　大都会からの定住する高齢者を招く。
・雇用増につながる。
・定住による人口増につながる。
・高齢者の家族、知人の来訪により、観光発展につながる

　高齢者限定の方策ではないが、香川県及び県内市町により構成される香川県移住・
定住推進協議会に加入し、大都市圏での移住フェア開催等による情報発信に取り組ん
でいるほか、平成２８年度からは、県外からの移住者を対象とした民間賃貸住宅家賃
等に係る経費の一部を補助する事業を実施している。
　今後、本市の有する魅力や機能を整理した上で、子育て世代等とともに、定年前後
の世代に向けたプロモーションの強化を図るとともに、「高松版ＣＣＲＣ（生涯活躍
のまち）」についての考察を進める。

○連携可能

29

　拡大する高齢者マーケットに目を向け、県外からも集まって頂ける高齢者のための
理想的な地区を作る。その地区に行けば衣食住はもちろん、医療、娯楽、すべてが満
たされ、安心して終を過ごすことが出来る高齢者の憧れの地区にする。付随する職の
場を確保できる。

　高齢者限定の方策ではないが、香川県及び県内市町により構成される香川県移住・
定住推進協議会に加入し、大都市圏での移住フェア開催等による情報発信に取り組ん
でいるほか、平成２８年度からは、県外からの移住者を対象とした民間賃貸住宅家賃
等に係る経費の一部を補助する事業を実施している。今後、本市の有する魅力や機能
を整理した上で、子育て世代等とともに、定年前後の世代に向けたプロモーションの
強化を図るとともに、「高松版ＣＣＲＣ（生涯活躍のまち）」についての考察を進め
る。

○連携可能

30

　Ｉターン組の受け入れをどうやってするのかが課題。官民が一体となり、自由に意
見交換等出来る場所を、作り真摯に取り組むように出来れば、住みよい街づくりと移
住しやすい環境が出来ると思う。何でも、まず受け入れて失敗してもやってみる勇気
も必要である。

　毎年、香川県移住・定住推進協議会が主催する「移住者交流会」に本市も参加し、
移住者間での関係づくりに取り組んでいる。また、平成２８年度から実施している高
松　市移住促進家賃等補助事業において、自治会加入を補助要件に加えるなど、移住
者が地域社会で活躍できる環境づくりに努めている。今後、こうした取組を継続する
とともに、移住者の本市定着に寄与する新たな事業の実施を検討する。

○連携可能

31
　フラッグのIKODE瓦町（行政サービス施設）に連携行政も参加・瓦町の窓口に三木
町出先窓口を作ってほしいとの要望です。（机を並べている三木町民さんから）

　住民票の写しなどの交付は、今後、マイナンバーカードの普及によりコンビニエン
スストアーでの交付が増加してくると思われるため、広域連携による行政窓口の設置
については、当面、その動向を見極めたうえで必要性を関係市町で協議したい。

≪課題等≫
　連携事業として実施する効果

32
　圏域マネジメントの人材育成においては、その主体となる中心市で中心的な役割を
果たすスタッフの養成が重要である。外部交流を積極的に展開し、市町の枠を超えた
圏域全体という広い視点からの発想や思考が求められる。

　現在、人材の育成・交流及び圏域のマネジメント能力の向上を図るため、圏域自治
体職員の合同研修として、瀬戸・高松広域連携中枢都市圏交流研修を実施しており、
圏域の職員間の交流や連携を図ることができている。今後も引き続き実施していく予
定である。
　市民活動の拠点となる高松市市民活動センターにおいて、活動支援はもとより、人
材育成及び連携交流事業等を実施している。これらを通して、ＮＰＯを始めとする市
民活動団体の活動状況の把握や情報共有が図られている。
　市民活動センターのホームページ等で、広く情報提供を行っており、引き続き、連
携市町で活動するＮＰＯ等に対しても、事業への参加等を働きかけてまいりたい。

○連携可能

　ウ　圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野

6
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○　連携市町における取組の紹介等

33

　四国八十八カ所霊場の旅は、心を癒される遍路の旅としてだけでなく、「女子旅お
遍路」等のように若者にも興味が持たれている。
　現在、「霊場周辺の寄り道スポット」として、ランチ、工房、ショップ、お花畑等
が紹介されているが、まだまだ紹介が十分でないように思えることから、各霊場周辺
の寄り道スポットを洗い出し、紹介してはどうか。例として、本市（さぬき市）婦人
会では、合併後、旧町ごとに魅力あるスポットを地元の目で取り上げ、散策を楽しむ
取組を行っているが、それを波及させたものとしてはどうか。

　近年、お遍路人気は外国人にも広がっており、お遍路文化を生かした観光振興は有
効な取組である。
　他方、お遍路に関する企画には、四国全体の連携等が必要となることから、平成２
７年６月１２日に観光庁の認定を受けた広域観光周遊ルート形成促進事業「スピリ
チュアルな島～四国遍路～」(四国ツーリズム創造機構)において、具体的な検討がさ
れるものと考えており、本市としてもその取組に協力していく。

34

　人口流出を食い止める最大の手立ては雇用の確保である。交流人口や流入人口の増
加に繋げる施策を展開することで、雇用機会の拡大と地域経済の発展を図ることが大
切。
〔小豆島創成〕　具体的には、瀬戸内国際芸術祭、芸術祭関連イベントとしての石の
文化、映画・演劇・芸能などインバウンド事業を継続的に推進するとともに、商工会
が主催する地産地消市の後援、都市部で開催される移住・交流フェアに出展し、移住
者の受入拡大を行うなどの事業を推進する。
〔地方創生〕　交流人口を増やす持続可能な観光政策として、多様な文化をもつ瀬戸
内海の島々の景色を活用する。多島美が魅力の瀬戸内海は、航路便が物流中心の大型
フェリーとなるなど「物流道路」になっている。「せとうち・海の道」として国認定
の広域周遊にも選ばれた「宝の海・瀬戸内海」を蘇らせる視点が「地方創生」への道
のりである。観光船で瀬戸の風景を楽しみながら、史跡めぐりができるルートの発掘
や、地域振興のためのシンポジウムを企画するなど、観光振興を戦略的に推進する。

　海や山の身近で豊かな自然と、多様で良質な都市機能がコンパクトにまとまる、本
市の特性を生かしながら、交流・定住人口の拡大を目指した観光・ＭＩＣＥの振興
や、中小企業等の育成、企業誘致等による、創造性豊かなまちの創出などに、特に力
を入れて取り組むこととしている。
　観光振興により交流人口の増大が重要な課題であることから、引き続き各種施策を
推進することで、新たなビジネスの創出等、雇用の拡大につなげたい。
　高松市では、「中四国クルージングサミット」を、福山市、瀬戸内市、三豊市、新
居浜市の５市で毎年開催しており、今年度は、市制１００周年を迎える福山市と、瀬
戸内国際芸術祭が開催される、高松市と三豊市の３市を巡るクルージングツアーをＪ
ＴＢに委託し、１０月３０日に催行予定です。さらに来年度は、瀬戸内市及び新居浜
市を加えて、瀬戸内海の魅力を伝えるクルージングツアーを企画する予定である。
今後とも瀬戸内を生かした観光コンテンツづくりに取り組む。

35

　『百眼百考会議』（住民５０名を無作為に選出）を開き、住民の意見を行政に取り
入れている。その事により住民の町行政への関心が高まってきている。毎年新規に選
出されるが、昨年は『サードプレイス』の必要性の声が多くあり、今年度はその課題
を希望する方が４０名近くあり、その事について話し合っていく。
　また『つながりたい、広がりたい』要望もあり、旧役員の会もたちあげこれから住
民のつながりを作っていく。
　最終的には自分達が関わる事により、住民が「自分事」と考えられるようになる取
組をしている。

　本市においては、市政への市民参画の一環として、昭和４７年度から、市政モニ
ター制度を導入していたが、年々、応募者が減少するとともに、活動自体への参加者
も半数程度にとどまる状況が続いたことなどから、電子メールによる「市長への提
言」（平成１１年度から実施）の大幅な増加を考慮して、平成１５年度をもって終了
している。
　また、平成１７年度の周辺６町との合併協議においても、市民モニター制度（国分
寺町のみ実施）については、市の制度に統一することとした。
現在、この「市長への提言」を始め、「市政出前ふれあいトーク」（平成１０年度か
ら実施）や「市長まちかどトーク」（平成２１年度から実施）のほか、各種相談事業
を実施しており、これらの中で、幅広い市民の声を聴くなどの対応をしていきたい。
　本圏域では、複数の自治体による広域連携の必要性を、広く圏域住民に周知し、理
解を深めるため、広報誌等を活用した連携事業の紹介や、定期的に講演会を開催する
など、啓発に努めるとともに、外部有識者等で構成される本懇談会を設置し、意見の
反映に努めている。
　今後においても、広域連携の必要性について、圏域住民への理解を深められるよ
う、周知啓発に努め、圏域全体の活性化を推進する。

36

　直島町では、近年カフェや民宿が増えており、それを、経営するＩターン組、町内
の若者たちが支え合い交流している。例えば、島小屋を経営している山岸氏は、
ファーム作りで、自作コンポート、グリーンカーテン、「島小屋パラダイス」の中
で、古本市、野外映画等を試みている。外国からの観光客もひき込んで、ガーデン作
りをしたり、マルシェ等、観光だけに限らず体験も兼ねて旅人を楽しませています。
その人たちの、ネットワークが繋がる人々を呼び、新しい事業に発展しています。
　Ｉターン族と、住民、若者が刺激し合って観光だけでは無い、自然との取組と、交
流をし、ネットワークを作っている様が、今後の人口増加にも繋がるのでは・・・
と、期待している。島での暮らしは、時として不安になる事もあるかもしれないが、
全ての住民で支え合い、協力する事で定着していく。

　毎年、香川県移住・定住推進協議会が主催する「移住者交流会」に本市も参加し、
移住者間での関係づくりに取り組んでいる。
　また、平成２８年度から実施している高松市移住促進家賃等補助事業において、自
治会加入を補助要件に加えるなど、移住者が地域社会で活躍できる環境づくりに努め
ている。
　今後、こうした取組を継続するとともに、移住者の本市定着に寄与する新たな事業
の実施を検討する。
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37

　豊かな自然を背景に、米、いちご、きゅうり等の園芸作物、柿などの果樹栽培が盛
んな農業において、働きやすい環境を整え、企業参入も含めた新規就農を推進し、商
工業等の企業誘致や高速インターネット環境を活用したサテライトオフィス等の誘致
も進めている。
　また、空港や高速道路に近接していることを活かし、空き店舗、空き家活用事業、
新規創業に向けた事業所等の開設に向けた支援、綾川町の素材や資源を活用した事業
の企画新たな商品開発・販路拡大等に対する支援を行う。
　道の駅滝宮に設置されている食文化を伝える「綾川うどん会館」や歴史的背景を持
つ「滝宮天満宮」などのＰＲ活動に力を入れて行く。

　きゅうり、ブロッコリー、アスパラガス等の園芸作物を対象として、施設等の整備
に支援を行って生産の拡大と働きやすい環境づくりに取り組んでいる。
　また、市域南部には空港があり、空港を利用した農産物の輸出への取り組みを推進
するため、県やＪＡ等と連携を図りながら、バイヤーとのマッチングなどへの協力に
も取り組んでいる。
　連携市町の特産品、観光資源などについては、連携市町のホームページ等で相互リ
ンクすることにより、より効果的にＰＲができる。
　将来にわたる税源涵養を図る観点からも、企業誘致や創業支援が重要と考えてお
り、平成２１年４月に高松市企業誘致条例を施行し、企業誘致優遇制度をスタートさ
せている。平成２８年度からは、本社機能を地方に移転・拡充した企業に対する新た
な助成制度を設けたところである。
　また、平成２４年１０月には創造支援センターを開設し、創造性に富む発想や独自
性のある技術を活用した新規事業者等を支援しており、今後も連携市町や関係機関と
連携しながら、企業誘致・創業支援の取り組んでまいりたい。

○　その他

38

　企業活動の場合には、行政の論理とは異なり、地域に閉じて連携を行うことが必ず
しも有効でないケースが多い。より有効な連携・交流が生まれるよう、外部との連
携・交流の機会にも支援があるとよい。例えば、「地域資源を活用した（外国人）観
光客向けの商品開発」など、施策間をまたぐような事業も出てくる。そういった場合
には、事業（取組）・連携する市町の枠をより柔軟に運用いただきたい。（必要に応
じ）テーマ別にワーキンググループを作って議論するのも１つの方法である。

　企業誘致活動など、取組の内容によっては広域的な連携が困難な事業があるのも事
実であるが、それぞれの市町がもつ多くの地域資源などを集約し、圏域全体の特長と
してアピールできれば良いと考えている。
　連携中枢都市圏においては、中心的な役割を担う高松市と連携市町が、取組内容に
応じて１対１の連携協約を締結すつあめ、柔軟な運用が可能な制度設計になってい
る。
　現在の取組事業については、高松市の担当課と、連携市町の担当課がそれぞれ個別
に協議し、事業の推進に努めているが、定期的に開催している事務担当者会議の場の
活用や、テーマに沿ったワーキンググループの設置など、可能な限り検討してまいり
たい。

39
　成果指標（ＫＰＩ）の設定は、的を絞ったもので分かりやすい。各自治体の地方版
総合戦略に本連携中枢都市圏構想の成果指標を入れてはどうか。入れることでより一
体感がでて連携が強化し効果が期待できる。

　本圏域の目指すべき将来像の実現に向け、連携中枢都市圏の役割である地域経済の
活性化や高次都市機能の集積・強化、また生活関連機能サービスの向上に関する成果
指標を、それぞれ設置している。

40
　各市町の代表の方が構成メンバーの中に入られて、幅が拡がり、どんな意見が出て
くるか楽しみである。市や町の区域を越えたつながりは、災害時にこそ、力を発揮す
る。

　３市５町による連携中枢都市圏を形成し、今年度からその取組をスタートさせてい
るが、新たな試みとして、外部有識者等で構成されるビジョン懇談会の委員を、高松
市以外の連携市町からも選出いただき、幅広くご意見を頂戴することとした。
　今後、各分野や各市町を代表する委員皆様のご意見をお聞きし、圏域の活性化に資
する取組の拡充等に努めてまいりたい。

41

　瀬戸・高松広域連携中枢都市圏ビジョンについて意見を一般から広く募集すること
はもちろんのこと、大学、専門学校、高校等の学生にも検討してもらう。特に大学生
には、事業の立案から実際の取り組みにもかかわってもらう。（そのことにより、郷
土愛や地域の一員として責任感の醸成につながり、定住という効果も期待できる。）

　広域連携について積極的な情報発信を行い、広く圏域住民の理解を深めるととも
に、大学生等の学生を中心とした若い世代にも参加してもらうことは、若者の人口流
出や圏域内での定着化に繋がると思われるため、検討してまいりたい。

42

　若者が一度は「都会」に憧れる気持ちは理解できるが、これからＩＴや人工知能
（ＡＩ）を活用する産業が増加する時代だからこそ「田舎」のよさをアピールする教
育や情報発信が重要になると思われる。今ある自然の豊かさやコミュニティの温か
さ、人と人を結ぶ絆の大切さを伝える事業こそが未来の子どもを生むのだと信じてい
る。

　文化芸術やスポーツなどを通じた郷土愛を醸成できる連携事業に取り組むととも
に、それぞれの市町が、地域の特性などを効果的に情報発信できるよう、圏域全体の
情報を一元的に発信できるポータルサイトの構築に取り組むこととしており、将来像
実現に向け、連携事業を充実させてまいりたい。

43

　行政の事は、一般住民の私たちにとって他人事（自分ではどうにもできない）にな
る場合がある。行政と住民がもっと近づき理解しあえるようになれば、より住みよい
市町ができ、活気があふれ、やる気が経済効果をもたらすかもしれない。それには、
どれだけ本気かである。

　本市においては、平成２２年度から、連携中枢都市圏の前身である定住自立圏を形
成し、各種の連携事業に取り組み、圏域の活性化に努めている。
　今後においても、圏域住民の理解を深められるよう、情報発信に努め、圏域全体の
活性化を推進してまいりたい。
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